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はしがき

この「卒業論文集」は、青山学院大学・経済学部・松本茂ゼミナール・

年度生の卒業研究を取りまとめたものである。

年度のゼミナール生の皆さんが 年生になった頃には、コロナの状況

が漸く少し落ち着ついてきて、学校で授業が再開できるようになった。オン

キャンパスで学生さんの顔を見ながら授業を行うと、やはりスクリーン越し

に授業をするより、教員にとっても遥かに楽しいものだと認識させられた。

学生さんの顔がたとえ不満そうだったとしても。

年次の段階では、一大行事であるインターゼミナール大会に参加するた

め、グループメンバーで協力して、ガソリン需要の価格弾力性、バーチャル

ウォーター、フードロスといった問題について調査を行い、最終的には年末

に他大学の学生の前で堂々と研究発表を行った。授業自体は徐々に軌道に乗

り始めたが、相変わらずゼミ合宿などは行うことができず、通常のゼミナー

ル活動はできなかった。そんな中で、何とかコロナの合間を見計らい、葉山

で発表会も慣行してみた。

年次になると、不定期に私の部屋に訪ねてきて貰い、相談をしながら卒業

研究をすすめていって貰った。部屋で色々と話をすると、その人なりの個性

がちょくちょく垣間見れなかなか面白いのだが、 年度の学生さんも中々

に密度の濃い人生を送られているのだと思わされた。最終的に 年 月

には大学で無事に卒業式を行うことができ、皆さんと一緒に卒業写真を撮れ

たのは、 年前の事を思うと感慨深かった。写真にある通り、皆さんとても

元気に卒業していけたので、社会にでても元気に活躍して貰いたいと思う。

卒業研究をすすめるに際して、関係機関にヒアリングをさせて頂いたり、

アンケート調査にご協力を頂いたりした。ご協力を頂いた方々には、この場

で深遠なる謝意を表する次第である。

年 月

青山学院大学 経済学部

教授 松本茂





第1章 ごみ処理広域化がごみ排出

量へもたらす影響

新井 珠貴

要約

ごみ問題は長年日本で問題視され、廃棄物処理政策が見直されてきた。そ

の結果、ごみの量が減少したりリサイクル率が増加したりすることで、ごみ

問題は改善されてきている。一連の廃棄物処理政策の中から、本研究では近

年注目されているごみ処理広域化政策を取り上げ、同政策がごみの排出状況

にどの様な影響を及ぼしているかを調べる。広域処理の実施前後のごみ処理

状況の変化を差分の差分分析（ ）分析により調べた結果、日本全体とし

てはごみの量は減少しているが、広域化が実施された地域では減少幅が少な

くなっているという結果が確認された。こうした結果の得られた理由の一つ

は、ごみ処理広域化が引き起こす住民たちのごみ問題への意識低下だと考え

られる。

キーワード：ごみ処理広域化、 分析、廃棄物処理政策

1.1 序論

ごみ処理広域化（広域化）とは、複数の市町村が共同で一般の廃棄物処理

を行う制度であり、中央政府により過去四半世紀にわたり推進されてきた制

度である。広域化が注目されるようになった大きなきっかけは、 年に厚

生省が都道府県に向けて通知をだし、その中で各都道府県にごみ処理の広域

化を進めるための計画の策定を求めたことである（（財）環境イノベーショ

ン情報機構 ）。同通知では、焼却炉整備によるダイオキシン対策やリ

サイクルの推進を目的に、共同処理を行う市町村の区分、区域ごとの処理計

画、広域化の効果や課題、計画期間などがまとめられている。一方、環境省

（ ）では、広域処理を行うことのメリットとして、ダイオキシン対策とリ

サイクルの促進以外にも、償却エネルギー回収効率の向上があげられている。

更に、最終処分場の確保対策、公共事業コストの削減、などといったコスト

面でのメリットも強調されている。上述の厚生省からの通知を受けて、広域

化処理の計画を立てた自治体も多くみられたが、全体として計画は予定通り
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には進んでいない。また、実施地域も都心部に限られており、地方では実施

されにいという傾向も指摘されている。以上を踏まえて、本研究では、広域

化の導入効果について調べることとした。特に、広域化の実施前後で、広域

化を実施した自治体と実施しなかった自治体の間でごみの排出量の変化を比

較することで、広域化の影響を差分の差分分析（ ）により評価すること

とした。もし、広域化を実施した自治体で、より多くごみの減量化がすすん

でいることが示せれば、それを広域化のメリットとして挙げられると考えた

からである。本論文の残りの構成は以下の通りである。続く第 章では、本

研究で取り上げるごみ処理の広域化に関する背景説明を行う。第３章では、

分析に使用するデータの説明をする。第 章では推計モデルを示し、第 章

では分析結果を報告する。そして第 章で分析結果をもとに、考察や残され

た研究課題について述べる。

1.2 背景

近年、日本ではごみ排出量の多さ、分別・リサイクルの不徹底、焼却時の

二酸化炭素とダイオキシンの発生など、ごみ処理に関する問題が多発してい

る。環境省（ ）の「一般廃棄物処理実態調査結果」（図１、図 、図

）によると、年々ごみの排出量は減少し、リサイクル率は上昇し、ごみ処

理施設数も減少している。これらから、ごみ問題に関して改善傾向がみられ

ることが分かる。しかし、 年は世界 位、 年には同 位と、他国

と比較しても日本は未だ多くのごみを排出している国である（産廃メディア

）。上述のごみ問題を解決する手段として、ごみ処理の広域化が注目さ

れており、「持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処

理施設の集約化について」という環境省（ ）からの通知を受け、地方自

治体が主体となり広域化を推進し始めてきている。従来、日本のごみ処理シ

ステムは各自治体に任せられていた。しかし、広域化制度の下では各自治体

が共同でごみ処理を行うことを前提としている。

例えば、秋田県（ ）は、自治体がごみ処理の広域化を推進する意義を、

「ごみ処理における自治体の負担の大きさを直視し、時代の変化に適応したご

み処理システムを構築することで、ごみ処理にかかる新たな社会課題に対応

していく『受容力（キャパシティ）』を、自治体のなかに創り出していくこ

と」と述べている。一方、山梨県（ ）は、ダイオキシン類削減対策、焼

却残渣の高度処理対策、マテリアルリサイクル推進、サーマルリサイクル推

進、最終処分場の確保対策・延命化、公共事業のコスト縮減、資源ごみ収集

の効率化、スケールメリットを活かした公共コストの縮減、といったことを

広域化のメリットとして挙げている。この様に自治体の方針を調べてみると、

各自治体が広域化を通じて、効率的な処理体制の整備、事業の工夫余地の創
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出、技術投資による処理システムの革新などを実現することで、現状の自治

体の人的・財政的余力を生み出していくことを期待していることがわかる。

一方で、広域化の推進のためには、用地の確保、事業スケジュールの調整、

既存の組織体との整合性の確保、合意形成の進め方への配慮など、様々な視

点からの検討が必要になってくる（日本総研 ）。そうした課題を克服し

ていくためのハードルが全ての自治体において低いわけではなく、課題を克

服することが著しく困難な場合には、広域化をあきらめ、各々の自治体が単

独でごみの処理を続けるという選択をすることになる。しかし、全ての条件

が整わない場合でも、すぐに広域化をあきらめる必要はない。最終的に目指

す広域化の姿を想定しながら、フェーズを区切りながら、幅広いステークホ

ルダーの合意形成に時間をかけて進めていく発想が有効である。例えば、秋

田県では計画の方針として、持続可能な適正処理の確保、気候変動対策の推

進、廃棄物の資源化・バイオマス利活用の推進、災害対策の強化、地域への

新たな価値の創出、広域化ブロックの考え方を立てている（秋田県 ）。

この秋田県の事例が示すように、各自治体は目指すべき広域化の姿を多様

化させることで、柔軟な広域化の仕方を見出すことができる可能性がある。

広域化推進は、自治体にとって高度なマネジメント能力を求められる取り組

みである。課題に対処する代替案を考え出す幅広い知見や、事業の構想力、

具体事業に落とし込むための現場ノウハウなどを自治体の中で備えている場

合もあろうが、多くの自治体にとっては難しいものになっている。ここでは、

広域化の効果について調べた先行研究として、松本（ ）、伊川ら（ ）

の先行研究を紹介する。松本（ ）は、ごみ処理の広域化が地方自治体の

廃棄物政策に与えるプラスとマイナス影響を以下のように述べている。資源



データ

物分別回収の開始時に資源化率が上昇し、プラスチックが焼却されて最終処

分量は減少することが、プラスの影響として述べられている。一方、資源物

収集量が停滞し、ごみの排出量が増加し、共に目標値を下回るようになるこ

とが、マイナスの影響として述べられている。このマイナスの影響が観察さ

れる理由は、市民の行動意識の低さにある。焼却処理への依存が増してごみ

減量意識が低迷すること、焼却処理における溶融スラグの資源化率は上昇し、

熱吸収によってもリサイクルされるという意識が分別を徹底させる活動の障

害になっていると述べている。伊川ら（ ）は、広域化はごみ焼却施設の

発電効率を上昇させ、電力消費を減少させて電力収支を向上させると述べて

いる。更に、温室効果ガスが減少すること、事業コストが減少することも示

し、広域化が焼却施設の稼働にプラスの効果をもたらすと結論づけている。

以上の先行研究の指摘を踏まえた上で、本研究では広域化施策によるごみ

の排出量の変化に関する分析を行う。その後、変化の要因を考察し、広域化

施策のメリットを得るための政策提言へと繋げていく。

1.3 データ

ここでは、分析に使用するデータの概要について述べる。本研究では、広

域化を実施した自治体と実施しなかった地域の間で、広域化後にごみの排出

状況に差がみられるようになったかを検証する。殆どの自治体で広域化が開

始し始めたのが 年からなので、基準年を 年、調査対象年月を

年から 年とし、広域化開始前の 年迄の期間と広域化開始後の

年から 年の期間において、広域化を実施した自治体としなかった自治

体で廃棄物の排出状況に差がみられるかを により調べる。なお、上記の

時期に広域化と実施した自治体と実施しなかった自治体を共に含む、神奈川

県、愛知県、大阪府を調査対象地域とする。

分析に必要な情報が欠落している自治体を削除した結果、対象自治体は図

４、図 、図 で黒塗りされている市区町村となった。対象市町村数はそれぞ

れ 市区町村の 市区町村で、調査対象年数は 年で、 件となる。本

論文で使用するごみ排出量のデータは、神奈川県ホームページ、愛知県ホー

ムページ、大阪府ホームページ、 、を利用して集めた。対象

とした市区町村の広域化状況は以下の通りである。

【広域化ブロック】

１：湘南東（藤沢市、茅ヶ崎市、寒川町）

２：厚木愛甲（厚木市、愛川町、清川村）

３：尾張北部（犬山市、江南市、小牧市、岩倉市、大口町、扶桑町）

４：春日井（春日井市）
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５：尾張西部（一宮市、稲沢市）

６：知多北部（東海市、大府市、知多市、豊明市、阿久比町、東浦町）

７：知多南部（半田市、常滑市、南知多町、美浜町、武豊町）

８：豊田加茂（豊田市）

９：岡崎西尾（岡崎市、西尾市、一色町、吉良町、幡豆町、幸田町）

１０：衣浦東部（碧南市、刈谷市、安城市、知立市、高浜市）

１１：東三河（豊川市、蒲郡市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村、小坂

井町、 根羽村）

【非広域化ブロック】

１：北大阪（豊中市、池田市、吹田市、高槻市、茨木市、箕面市、摂津市、

島本町、豊能町、能勢町）

２：東大阪（守口市、枚方市、寝屋川市、大東市、門真市、東大阪市、四

條畷市、交野市）

３：大阪（大阪市、八尾市、松原市）

４：南河内（富田林市、河内長野市、柏原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪

狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村、美原町（平成 年に堺市と合併））

５：堺（堺市）

６：泉州（岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、泉

南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町）

1.4 分析方法

広域化の影響を以下の推計式を用いて調べる。

＋

左辺の被説明変数 は、自治体 の基準年から調査年 年までの、ごみ

排出量の対数変化率である。右辺は、 は基準年から調査年までの経過

年数、 は自治体 が対象年に広域化を実施している場合に１をとり、非実

施年度の場合には をとるダミー変数、 は藤沢市を基準自治体とし自治

体固有の影響を捕捉するための自治体ダミー、 は基準年を 年と年度

固有の影響を補足するために導入する年度固有ダミー、 は正規分布により

従って出現すると仮定する誤差項である。

1.5 結果

最小二乗法による推計結果を表 に掲載した。決定係数は となり、

比較的説明力の高い結果が得られた。まず、係数 の値は－ となり、

％水準で有意な結果が得られた。負の符号が得られていることから、全体
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としてはごみの排出量は減少傾向にあることが確認された。一方、広域化ダ

ミーの係数 の値は となり、 ％水準で統計的に有意な結果が得られ

た。正の符号が得られていることから、広域化を実施した自治体ではごみの

排出量の減少率が、実施していない自治体よりも少ないことが分かる。推計

結果によれば、広域化している自治他は広域化していない自治体よりも、ご

みの排出量の減少率が ％（＝ ＊ － 小さいという

こととなる。藤沢市を基準とした自治体比較では、大阪府については多くが

プラスの符号が得られ、 ％水準で有意になった。従って、大阪府の多くの

市区町村では、茅ヶ崎市より廃棄物発生量の減少率が低いということになる。

一方、愛知県では ％水準で統計的に有意にならない自治体が多くみられた。

従って、愛知県の市区町村と藤沢市の廃棄物の減量率には余り差がみられな

かった。

年代別には、広域化の非実施年度（ 年― 年）は 年のうち 年

が ％、 ％または ％で統計的に有意な結果を得る事ができた。一方、広

域化実施年度（ 年― 年）は 年のうち 年のみが ％水準で統計

的に有意であることが分かった。係数を確認すると基準年の 年と比較し

て、 年の 、 年の のみが負の符号を示しており、それ以

外は正の符号を示している。つまり、 年と 年を除く分析対象年は

年よりもごみの排出量が多いことが分かる。このように基準年の

年、 年と 年のごみの排出量が少ないことが示された結果になった

背景について考える。 年にはごみの焼却に関するダイオキシン類の環境

への放出が大きな社会問題になっていた（国立環境研究所 ）。さらに

年と 年にも地球温暖化問題への対応に関して見直された（環境再

生保全機構 ）。どちらに関してもダイオキシンや地球温暖化の観点か

ら、ごみに関して見直されたことがごみの排出量が少ないことの要因の一つ

と考える。

1.6 考察

分析結果は、全体的にごみの排出量は減少傾向にあるものの、広域化を行っ

た自治体では減少幅が小さいことを示している。環境に放出される有害な物

質が減少し、自治体がごみ処理のために負担する費用が減少することが、広

域化のメリットとして確認されている。しかし、本研究から、広域化がごみ

の排出量をむしろ増やしてしまうことが示された。こうした結果が得られた

要因は、広域化政策が住民の意識にもたらす影響だと考える。広域化政策の

実施可否年度を比較すると、実施していない年の方が統計的に有意な値が示

されていることから、政策の開始後にごみを出している住民の行動意識に要

因の一つがあると考えた。
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松本（ ）が「広域化政策がもたらす負の影響としてごみの分別の不徹

底があげられる」と述べている様に、リサイクルできるものが、分別が不徹底

なままで廃棄され、焼却処分されてしまい、それがごみを増やす要因になって

いるということが推察できる。広域化政策の計画を立てる際には焼却施設に

ついてよく検討されるため、住民たちも広域化処理イコール焼却処理という

印象を持ち、広域化がすすめられた後は、ごみとして排出するものを全て燃

やすというふうに行動意識が変わってしまうのかもしれない。 年、

年、 年にごみ量が少なかったのは、廃棄物処理に関する大きな問題が取

り上げられ、環境意識が強くなったためかと思われる。しかし、そうした環

境意識もすぐに薄まってしまうようである。政策や呼びかけによってごみの

問題についてもっと考える機会を増やすなど、有効な働きかけを考えていく

必要がある。

この研究では、調査年を絞った結果、限られた自治体だけを対象として調

査を実施することとなった。より広い年代での比較をすることで調査対象を

広げたり、単に年度ダミーを入れるだけでなく、当該年度に起こった出来事

（例：震災など）と関連付けたりすることで、さらに分析の精度を上げること

ができるだろう。
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第2章 草津温泉における宿泊施設

の宿泊価格の変動に関する

分析

飯塚 萌恵

要約

日本の温泉施設は人口減少により長らく深刻な経営問題を抱えていたが、

そこに昨今のコロナが更なる追い打ちをかけるようになっている。各温泉施

設は経営効率を上げることで生き残りを目指しているが、中でも需給に応じ

て価格を変動させることは温泉ビジネスにとって必要不可欠な取り組みになっ

ている。本研究では、オンシーズンとオフシーズンの間の需要変動に合わせ

て、温泉施設が宿泊料金をどのように調整しているかを、草津の温泉施設を

対象として調査した。宿泊料金の価格変動と宿泊施設の特徴の関係を回帰分

析より調べた結果、客室露天風呂のある宿がオンシーズンの宿泊料金を大き

く値上していることが確認された。

キーワード：温泉、宿泊施設、回帰分析、客室露天風呂、値上率

2.1 序論

大型連休や週末にリフレッシュを求めて温泉旅行に行く人は多いだろう。

実際、日本には数多くの有名な温泉地が存在し、世界の中でも日本は温泉大

国だと認識されている。しかし、温泉ビジネスは昨今苦しい状況に直面して

いる。競争相手が多いことに加えて、新型コロナウイルスの感染拡大により

温泉の需要が激減する日々が続いているためである。また、今後も人口減少

により旅行需要がますます減少していくことが推測されている。そうした状

況下で、温泉施設は需給に応じて価格を変動させることで経営を安定化しよ

うと尽力している。私自身は温泉でリフレッシュをすることが好きで、大学

在学中には平日に温泉施設を訪問することが増えたが、平日と週末の価格の

差を改めて痛感させられた。自身の経験を踏まえて、どのような特徴を持つ

温泉宿泊施設が繁忙期に宿泊代金を上昇させているかを調べてみたいと思う

ようになった。
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本研究では、自身の出身県である群馬県の温泉地として最も有名な草津温

泉を対象として、宿泊施設がオンシーズンとオフシーズンの間でどのように

宿泊費を変化させているかを調べる。特に、オンシーズンの宿泊費の値上率

が高い宿泊施設がどのような属性を備えた施設であるのかを回帰分析によっ

て明らかにすることを目指す。第 章では、草津温泉の経営課題について述

べ、関連する先行研究の内容を紹介する。更には、宿泊予約の サイト

で高評価を獲得する宿泊施設の特徴について説明する。第 章では、本研究

で扱ったデータの概要を説明し、第 章では、データ分析の結果を報告する。

第 章では、考察及び今後の研究課題を述べる。

2.2 背景

2.2.1 温泉の経営課題

高度経済成長期の宿泊施設の大型化や高速道路の整備、昭和 年頃に勃発

した温泉ブームを経て、温泉は老若男女に好まれる娯楽施設へと変貌を遂げ

た。しかし、近年の温泉ビジネスは決して快調とは言えない状況にある。錦

織（ ）では、次のように述べられている。 年の温泉のある宿泊施設

数は 施設（前年比 減）であり、長年減少傾向にあります。一方、

宿泊延べ利用者数は 百万人（同 増）であり、 年から 年連続

で増加しています。すでに数多くの温泉施設があり、市場的にも飽和状態と

みられ、今後日本の人口が縮小する中で温泉施設に対する需要が大きく増え

るとは考えられません。上述のような厳しい市況下で継続して経営を保つこ

とができる温泉施設はごくわずかにとどまり、実際宿泊施設数は年々減少し

てしまっている。また、宿泊者数は増加しているものの、今後の人口減少予

測を考慮すると、やはり温泉ビジネスの展望は明るいとはいいがたい。

さて、日本には、「日本三名泉」と呼ばれる「草津温泉（群馬県）」、「有馬

温泉（兵庫県）」、「下呂温泉（岐阜県）」を始めに、他にも有名な温泉地が数

多く存在する。果たして、そうした有名な温泉地も深刻な経営課題を抱えて

いるのだろうか。狩野（ ）には、静岡県の熱海温泉の経営課題について

以下のような記述がある。宿泊客数で見ると、 年度までは 万人台、

～ 年までが 万人台と徐々に減少し、 年度以降 ～ 万

人前後で推移している。そして、 年度は 万人で、ピーク時（ 年

度 万人）の 分の 弱の水準となっている。熱海温泉は、都心から近く

温泉と共に海の絶景や海鮮料理を堪能できることから、非日常を味わうこと

ができる温泉地として依然として人気を維持できているように思われる。し

かし、実際には宿泊客数と宿泊施設はともに減少傾向にあり、経営も滞って

しまっている。熱海温泉のような人気度の高い温泉地ですら経営が問題視さ

れていることを踏まえると、日本の温泉ビジネスは全般的に深刻な経営課題
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を抱えていると予想される。また、以前は温泉というと宿泊を伴う旅行がイ

メージされたが、温泉施設の在り方も多様化し、温泉が身近な存在となった

昨今では、温泉を日帰りで楽しむ人や観光の締めとして温泉を利用する人が

増えてきているように思われる。山村（ ）では、神奈川県箱根温泉郷の

宿泊客数と日帰り客の構成比は以下のように報告されている。 年（平成

年）の観光客数は 万人、そのうち宿泊客は 万人（外国人 万

人、修学旅行生 万人）で ％を占め、日帰り客は 万人、 ％で圧

倒的に多い。

以上のように、昨今では日帰り客が宿泊客よりも多くを占めるようになっ

ているが、従来温泉施設は宿泊費から多くの利益を得ていたと思われるので、

日帰り客の割合の増加は経営状態を圧迫するようになっていると考えられる。

更に、 年から流行した新型コロナウイルス感染症による行動制限により、

温泉の需要も劇的に減少してしまっている。経営が厳しくなっている中で、

需給に応じて宿泊価格を調整させることで、宿泊施設の稼働率を上げて、経

営を安定化させようという戦略は、ますます重要になっていると思われる。

2.2.2 草津温泉

さて、本研究では日本にある数多くの温泉地から群馬県の草津温泉を取り

上げて調査する。草津温泉には宿泊施設数はおよそ 軒であり、日帰り温

泉施設数は か所である。また、一泊の平均金額は約 円である（草津

温泉観光協会）。以下、草津温泉についてまとめたものを表 と表 に掲載

している。

草津温泉観光協会（ ）は草津温泉の経営課題について以下の様に述べ

ている。「直面している課題として、まず人手不足があげられる。人材確保を

どのようにしていくか、また、家族経営されている施設では後継者がいない

という問題がある。当協会としては、草津温泉での宿泊単価と、飲食・土産

物店などの消費単価を上げて行くために、どのような施策を講じていくかが

今後の課題である」。また、草津温泉の宿泊施設の料金がオンシーズンとオフ
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シーズンの間で変動する理由については、「集客の安定的なオンシーズンにて

収益を確保することで、施設の維持管理や修繕、人材の確保に充て、長期的

な経営戦略を立てられるため」と述べている。草津温泉に限らず全ての温泉

施設にとって、価格を変動させることは経営を安定して保つ上で必要不可欠

であると考えられる。

2.2.3 先行研究

ここでは、ホテル経営者の行動が季節性を考慮する必要があることを示す

先行研究を紹介する。 はホテル業界のさまざまな季節にわ

たる利益最大化モデルを実証する研究を行い、以下の様に述べている。部屋

のアップグレード可能性と空室状況は、利用可能な部屋あたりの収益を増や

すことにより利益を最大化するため重要である。①ホテル経営者は価格と空

室状況の両方で収益のバランスを取る必要がある。②オフシーズンでは需要

の弾力性がはるかに高く、ホテル経営者が利益をより最大化するには価格と

需要関数を理解する必要がある。こうした先行研究の指摘を踏まえ、本研究

では日本三名泉の一つである草津温泉に焦点を当て、価格変動が大きい宿泊

施設の特徴を明らかにする。

2.2.4 高評価の属性

次に、草津温泉の宿泊施設の中で高評価を獲得する傾向の高い宿泊施設の

属性について述べる。ゆこゆこネットで 年 月 日の時点で、 点以

上を獲得していた宿泊施設は 軒あった。最も高評価を獲得した宿は「湯宿

季の庭」で 点である。高評価の理由は、 つの源泉からなる 種類の風

呂、全室に天然温泉の客室露天風呂が付いている、 つの貸し切り風呂があ

ることである。次に 点を獲得した「お宿 ゆきずみ」では、女性をター

ゲットとしたおもてなし、接客・サービスが高評価に繋がっている。 点の
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「大阪屋旅館」は部屋食、全国より仕入れた旬の食材と地元上州産の食材が高

評価に繋がり、 点の「お宿 木の葉」は つの源泉と 種類の風呂、客

室露天風呂が高評価の要因となっている。以上をまとめると、客室露天風呂

や源泉かけ流し、貸し切り風呂、食事の質が高いことが、宿泊施設が高評価

を受ける要因となっている。これらを踏まえて、本研究では、高評価の大き

な要因となる客室露天風呂に焦点を当て、客室露天風呂の有無が値上げ率に

どう影響するのかを調査することとする。

2.3 データ

本研究のデータは、アジアを中心としたオンラインホテル予約を扱うサイ

ト「 」を利用して入手した。同サイトで、宿泊日、宿泊人数、宿泊プ

ランの条件を統一させて、宿泊価格の情報を収集した。以下、統一させた条

件について述べる。オンシーズンの宿泊日は 月 日（土）、 月 日

（土）、 月 日（土）、 月 日（土）、 月 日（土）の 日間、オフ

シーズンの宿泊日は 月 日（火）、 月 日（火）、 月 日（火）、

月 日（火）、 月 日（火）の 日間とした。次に、宿泊人数につい

ては 名、宿泊プランについては、①夕食・朝食あり、② 泊、③全宿泊日

に共通するプランのうちで最も高価なプランを選択した。以上の条件の下で、

に掲載されている 軒の宿について、宿泊料金、値上げ率、客室数、

建築年、総合評価、施設の状態 清潔さ評価、施設・設備評価、ロケーション

評価（立地条件）、サービス評価、コスパ評価、クチコミ件数、湯畑までの距

離、源泉かけ流し、無料貸し切り温泉、客室露天風呂の有無、部屋食事の有

無について調べた。

2.4 分析方法と結果

2.4.1 料金変動

はじめに、オンシーズンとオフシーズンの間で料金変動があるかを明らか

にする。まず、宿＝ 、宿泊日＝ 、宿の属性 、オンシーズンの宿泊費

１ 、オフシーズンの宿泊費＝ と示し、オンシーズンとオフシー

ズンの料金の差額（ － ）を求めて表 の「高い宿泊料

金と低い料金の差額」として掲載した。結果を見ると、 の宿泊データのう

ち に差額があることが明らかとなった。更に、最も差額が高い宿は「草津

温泉大東舘」で 円も差があり、オンシーズンとオフシーズンの料金の

差額が歴然としていることが確認できる。また、 Δ の式

で求めた宿泊費の値上率はすべて 以上であり、そのうち最も高い宿は「リ

ブマックスリゾート草津温泉」の である。以上から、宿泊施設によっ
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て大きさは異なるものの、全ての宿泊施設がオンシーズンとオフシーズンで

価格変動を実行している結果となった。これは、オンシーズンで宿泊料金を

値上げすることにより経費を確保し、経営の安定化を図っているためと思わ

れる。

2.4.2 変数の相関関係

回帰分析を行うにあたり、被説明変数である値上率と、各説明変数との相

関関係を調べて表 に掲載した。総合評価、施設の状態 清潔さ評価、施設・

設備評価、ロケーション評価、サービス評価、コスパ評価にそれぞれ を

上回る強い相関が表れた。これは、各評価を投稿する人物が同じであるため

相関関係が強くなったと思われる。結果に強く影響が出ると考えられる値で

あるため、以下の分析には施設・設備評価の変数のみを利用することとした。

2.4.3 回帰分析

次に、客室露天風呂がどのように価格の値上率に影響を与えるのかを検証

するため、以下の仮説を立てて回帰分析を行った。仮説：「客室露天風呂があ

る宿泊施設は、富裕層が利用する傾向にあり値上に対して抵抗が低いため、

宿泊料金の値上率が高くなる」。表 の相関関係が弱い変数を利用し、値上

率を被説明変数、客室露天風呂、施設・設備評価、源泉かけ流し、無料貸し

切り風呂、部屋食事を説明変数として線回帰分析を行い、推計結果を表５に
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掲載した。表 の決定係数に着目すると数値は であり、クロスセクショ

ン分析としては比較的高い説明力が得られている。また、 値は各説明変数

が値上率に説明力を持つかを示している。すべての説明変数のうち、客室露

天風呂の 値が 、施設・設備評価の 値が であり、これらの変数

がオンシーズンとオフシーズンの宿泊料金の価格差（価格上昇率）について

説明力を持つことを示している。それぞれの 値の大きさから、もともと施

設・設備評価が高い宿では値上がり率が低い一方で、客室露天風呂がある宿

では値上率が高いという結果が得られた。

2.5 まとめと考察

本研究は、草津温泉を対象地域としてオンシーズンとオフシーズンの間の

温泉宿の宿泊価格の変動に宿泊施設のどのような特性が影響力を持つかを回

帰分析により調べた。分析の結果、客室露天風呂がある宿では値上げ率が高

い一方で、宿泊サイトの施設・設備評価が高い宿では値上げ率が低いことが

わかった。従って、仮説「客室露天風呂がある宿泊施設は、富裕層が利用す

る傾向にあり値上に対して抵抗が低いため、宿泊料金の値上率が高くなる」

は支持された。客室露天風呂がある宿泊施設の値上率が高い要因は主に 点

考えられる。一点目は、客室露天風呂の付く宿泊施設は富裕層が利用する傾

向にあり、価格を値上しても躊躇せずに宿泊するからである。二点目は、平

日休みの大学生よりも土日休みの社会人が多く利用するため、値上げ後の土

日でも宿泊人数を確保できるからである。最後に、客室露天風呂があるプラ

ンはそもそも高価なものが多いため、客室露天風呂がない安価なプランと比

較して価格の値上率が必然と高くなるためである。今回 にて調査した

宿泊施設のうち最も値上率が高い宿は の「リブマックスリゾート草津

温泉」で、客室露天風呂が付いている宿泊施設である。しかし、 軒の客室

露天風呂が付く宿泊施設のうち、値上率の平均値 を上回る宿はわずか



第 章 草津温泉における宿泊施設の宿泊価格の変動に関する分析

軒であった。つまり、客室露天風呂が付く一部の宿泊施設が大きく値上率に

影響を与えた場合が懸念される。したがって、今後は別の宿泊予約サイトで

も調査を実施し、本研究同様に客室露天風呂が付く宿泊施設は値上率が高い

という結果が得られるかを重ねて調査する必要があると考える。
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第3章 個人の環境意識とEVの受

容性

石鍋 海人

要約

本稿の目的は日本政府が電気自動車（ ）の推進を決めている中で、どの

様なタイプの人々が を受容するのかを実証的に明らかにしていくことで

ある。日本国内で自動車の購入を検討している個人 名にアンケート調査

を実施し、ＥＶの購入意欲について尋ねた。分析の結果、会社員や自営業の

方等、所得が一定以上あり、環境のためにリサイクル製品を買う意識があり、

航続距離が長い を求める人が、 を購入する可能性が高いことが確認

された。

キーワード：電気自動車、航続距離、環境意識

3.1 はじめに

の歴史は 年にまで遡る（国立研究開発法人科学技術振興機構

年度）。 年には、イギリスで最初の が誕生した。これは、ベンツが

ガソリン自動車を作った 年よりも早い。しかし、航続距離の問題があ

り、世界的に流行するまでには至らなかった。近年になって が脚光を集

め始めた理由は、電池性能が大幅に向上し繰り返しの充電に耐えられるよう

になったこと、航続距離が伸びたこと、環境意識の高まりにより、 投資

が活発化していることなどが挙げられる。 年にブラジルのリオで地球サ

ミットが開かれてから、気候変動対策は地球規模での重要な政策課題になっ

てきた。しかし、環境への意識は高まったものの、会議で定められた行動計

画はほとんど実現しなかった。こうした内実を伴わない環境会議の反省を活

かし、 年にはイギリスのグラスコーで 環境開発会議が開かれた。

そこでは、世界各国が排出削減目標を定め、実際に実施フェーズを示すことと

なった。同会議の席で、日本も気候変動対策として、 年までに新車販売

における電動車の割合を 割から 割に引き上げ、 年までに乗用車の新

車販売で電動車を ％にすることを目標と示している（経済産業省

年度）。
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経済産業省（ ）は、世界をリードする産業サプライチェーンを構築す

る新たなモビリティ社会の構築を目標として掲げており、日本でも燃料電池

車 、プラグインハイブリッド車 、電気自動車 を含む電

動車の販売台数は増加傾向にあるが、 単体の販売台数は微増傾向に留まっ

ている。図 に、（社）次世代自動車振興センター 年度 の「 等販

売台数統計」のデータを示しているが、国内の 販売台数は 年

台から 年 台と増加したものの、その後の販売は伸び悩んでおり、

コロナウイルスの流行もあり、 年には 台にまで落ち込み、

年に再び 台にまで回復した状況である。図 は、保有台数の推移を示

したものである。 年の 保有台数は 台、 年は 台、

年は 台となっており、徐々に増えていることがわかる。一方、

図 には、 の補助金申請台数の推移が示されている。 年には

台、 年には 台、 年には 台に対して補助金が出てい

る。申請台数のデータを見る限りでは、 年に国内の 販売台数が急激

に伸びた。

続いて、図 のグラフで、 年の首都圏や大阪や北海道などの都道府県

別の国内販売台数のデータを見てみると、多い順に東京が 台、愛知が

台、神奈川が 台、大阪が 台、埼玉が 台になって

いる。愛知県は自動車産業が盛んな地域という事もあり、 普及スピードが

比較的早くなっている。事業者向けの の先行導入や民間向け の導入も

愛知県で数多く行われていることから（（社）次世代自動車センター

年度 ）、こうした傾向がみられるのだと思われる。 の利用には充電設備

が必要になるが、充電設備補助金交付数は、 年 台、 年
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台、 年 台、 年 台、 年 台、 年 台と減少

している（（社）次世代自動車センター 年度 ）。中には補助金を申請

しない人もいるかと思われるが、充電設備の補助金は 購入時に販売店の

方々から進められることが多いこと、また、充電設備の価格は 万円程度す

るため、 用充電設備の補助金申請をする人が大半だと考えられる。図

を見てみると、 年と 年の充電設備補助金の申請台数はどの年度よ

りも多い。これは、ちょうど 販売が隆盛になってきたころと重なってい

る。一方で、図 の 販売台数では、 年と 年は共に例年と比較

し、大きく変わらない数値になっている。 の販売台数と 用充電器の

申請数が大きく異なることから、 購入者が 用充電器を設置したので

はないことがわかる。 購入者が設置したのではないとすると、 年と

年に相次いでいる 補助金申請が伸びている理由は自治体の業者や企

業が 用充電のインフラ構築を行ったと考えることができる。これは、業

者や地方自治体・市区町村が申請している証拠であり、 年と 年に

国がＥＶ推進のため、充電設備を大幅に増やす計画を立てたことが原因とみ

られる。

このように や の販売は増加傾向にあり、人々の や

に対する関心度合いや受容の決定要因を示せれば、 や の今後の更

なる普及に役立つ知見が得られるものと思われる。
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3.2 先行研究の内容と本稿の位置づけ

の購入に関する論文は以前から世界中で数多く執筆されてきている。そ

の中でも、 が既に普及しているスウェーデンと中国では、ＥＶの購入予

測ではなく、実際に購入した消費者からの調査に基づく、ＥＶ購入者の特性

が明らかにされてきている。それらの論文から得られている知見が必ずしも

日本に当てはまらないことは明確であるが、本稿では つの論文の内容を紹

介する。

では、環境意識が 購入に影響をもたらすかにつ

いて検証する為、中国各地の ユーザ 人に調査票を送り、幅広いデー

タを集めている。被検者の内訳は男性が 人で女性が 人となっている。

分析の結果、教育が 購入に一番強い影響を持つことが示されている。ま

た、自身が購入しようと思っている にどれだけ価値を見出せるかに応じ

て、購入度合いが変化することが示されている。具体的には、 Ｖが機能に

優れている、デザインが良い、楽しさがある、使いやすいと考えている人ほ

ど、 を購入する傾向が高くなっている。第 に、環境を意識している場

合には、多少費用が嵩んでも を購入することがわかっている。この環境

意識と教育レベルの間には、正の相関関係があり、教育水準が高い人ほど環

境を意識して行動することがわかっている。この研究では、ＥＶユーザーの

購入要因の一部を判明させることに成功しているが、分析対象が中国の主要

都市に限られており、また中国の総人口に比べると対象人数が少ないことを

考慮すると、分析で考慮されていない要因がまだ沢山あると思われる。本稿

では、日本でアンケート調査を行うことで、日本人の考え方と購入意欲に焦
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点を当てる。

次に、 では、社会人口属性、個人行動、経済活動、

の技術がもたらす影響、 機能が の好みへの影響を与える

要因を調査している。 機能とは車両の電力を走ることのみに

用いるのではなく、生活電源としても用いることを意味する。この論文では、

デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、スウェーデンの

都市の 歳以上の 人（男性 人、女性が 人）に対して、オ

ンライン調査を行っている。分析結果は、高収入で子供が沢山いて、 の

乗車経験のある若い男性が を購入する確率が高いことを示している。ま

た、 の機能として、 機能と充電時間が大切な特性であり、

機能を追加することでＥＶの購入確率を上げることができる

と述べている。一方で、既に多くの車を所有している人や通勤時間の長い人

はＥＶの購入に関心を持たないということも報告されている。この研究では、

欧州の複数の国で調査を行っており、欧州人の考え方や生活スタイルが大き

く反映されている。しかし、 等は日本にはなじみのない概念

であり、欧州と日本の状況は異なるため、この論文の結果を日本に直接当て

はめることは難しい。本稿では、分析を行う上で 機能を考慮

していない。今後、日本でも の考え方が浸透していく中で、

は必要な分析対象になっていくと思われる。

）は、アジア地域とヨーロッパ地域との に対する態度

の違いを説明する為、香港とデンマークのユーザー間で の購入に影響を

与える要因を比較している。香港では 人に調査を行い、非 所有者の

男性が 人、女性が 人、 所有者の男性が 人、女性が 人に

なっている。一方、デンマークでは、同様の調査を 人に対して行ってい

る。 に前向きな教育を受けている場合、 の受け入れに寛容になるが、

利用の欠点を認識すると 購入確率が低下することが両地域で共通に

報告されている。また、 技術に直接触れることで、 購入へ前向きにな

ること、 テクノロジーへの信頼が高まることも、両地域に共通に確認さ

れている。一方で、両地域では社会情勢が異なり、この社会情勢に関する違

いが の航続距離に対する信頼に影響を与えており、 購入に影響を及

ぼしていることが述べられている。

（ ）では、中国のＥＶ受容性とＥＶ販売における関係性に

ついて調査がなされている。この研究は、ネット上で決まった形式の質問を

するアンケート調査ではなく、ネットレビューを用いる新たな手法が提案さ

れている。サンプリングデータにはコメント文数を用いている。分析の結果、

環境面において、 が低騒音であることが一部の人にとっては悪影響をも

たらしており、負の影響を与える要素となっていることが確認されている。

また、 メーカーが人々の好みに合わせて を生産することができれば、

に対するリスク認識を軽減できるとしている。また、政府が充電ステー
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ションの数を増やし、リチウムイオン電池などの投資を強化することで、企

業が の利点を宣伝できるようになれば、 を普及させることができる。

この研究は メーカーに消費者の選好に応じた生産を行うような提案をし

ている点が評価できる。しかし、オンライン上でのレビューを元にした分析

であり、レビューの真偽性に欠ける。

以上の先行研究では海外の人々の文化や価値観が研究結果に影響しており、

日本人独自の価値観が反映された調査をふまえて考察する必要がある。

は、多くの国から客観的なサンプリングデータを収集している

が、すでに が普及している欧州における調査であるため、 があまり

普及していない日本とは状況が異なる。以上の先行研究を踏まえ、本研究で

は、日本の消費者を対象としたアンケート調査を行い、どの様な個人属性が

購入意欲に影響力を持つかを調査した。従って、「海外で当てはまる

購入要因が日本人にも当てはまるかを検証したこと」「 購入要因分析に環

境意識の要因を取り入れていること」「環境に配慮して行動する人のうち、ど

んな環境への配慮が 購入意欲向上につながっているかの調査をしている

こと」の 点が本論文の独自性である。

3.3 実証分析

3.3.1 使用データについて

本稿の分析で使用するデータはアンケート調査で取得したものである。ア

ンケート調査は、株式会社アイブリッジに依頼し、 年 月 日から

月 日の間に実施した。初めに同社のモニター 人を対象に自動車の購

入予定の有無に関する質問を行い、自動車の購入予定がある人をスクリーニ

ングした。その後、自動車の購入予定のあると答えた人を対象に、先着

人で 項目の質問を行った。質問の内容は、年齢、婚姻状況、仕事の種類、

年収、子供の有無、住宅形態、どの車種が欲しいか、運転頻度、 の購入

経験、環境のために行っている行動、 に求める航続距離、自宅以外で近

隣にアクセス可能な 充電ステーションがあるか、補助金をいくらもらえ

れば購入するか、現在の車の利用状況、現在利用している車の車種、今後Ｅ

Ｖを購入する可能性があるかである。なお、調査対象者の年齢は車の運転で

きる 歳から 歳までとした。更に、自動車購入の意思決定は男性が行う

ことが多いので、調査対象者は男性に絞った。仕事の種類は、無職、パート・

アルバイト、自営業、医者、役員、正社員、派遣社員であり、この中から一

つを選んで貰うようにした。年収は、税引き前の世帯収入とし、 万円未

満、 ～ 万円、 ～ 万円、 ～ 万円、 ～ 万円、

万円以上の中から選んで貰った。住宅形態には、寮、賃貸、持ち家、その他

の選択肢を設け、該当する年収水準を答えて貰っている。
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どの車種が欲しいかの質問については、 、セダン、ミニバン、軽、ワ

ゴン、その他を設け、一つを選んで貰っている。運転頻度については、ほぼ

毎日、週の半分程度、週 日程度、月 回程度、 ヶ月に一回程度、半年に一

回程度、ほとんどしないの選択肢、を設け、最も該当するものを一つ選んで

貰っている。環境のための行動に関する質問としては、リターナブルな容器

など繰り返し使う事を前提に作られたものを購入するか、使い捨ての製品や

不要なものを購入しない、再生紙で作られた製品などリサイクルされたもの

を購入する、公共交通機関を利用するようにしている、当てはまるものはな

いの つの設問を設け、該当するものを全て選ぶようにして貰った。 に

求める航続距離については、 ㎞、 ㎞、 ㎞、 ㎞、 ｍ以上

の選択肢を設けて、一つを選択して貰っている。現在の車の車種については、

、セダン、ミニバン、軽、その他の中から該当するものを選択して貰う

形式となっている。

3.3.2 変数の紹介

アンケート調査では、データ分析時に被説明変数の項目で使用する「今後、

ＥＶを購入する可能性があるか、或はすでに購入済みか」という設問を設け、

「購入する可能性はない」「条件が整えば、購入しても良い」「購入を検討し

たことがある」「次は電気自動車を購入してみたいと考えている」「すでに購

入済みである」の つの選択肢の中から一つを選択して貰った。この設問へ

の回答結果を、「１購入する可能性はない」「２条件が整えば、購入しても良

い」「３それ以外」の３種類に統合し、 の購入意欲を数値化した。アンケー

ト調査の質問項目の中から、以下を説明変数に用いた。年齢は質問で聞いた

年齢をそのまま用いて、連続値として扱っている。婚姻状況については、未

婚者＝０、既婚者＝１としてダミー変数を設けた。職業の項目は、最初に学

生・自由業・無職・パート・アルバイトをまとめ、無職ダミーを作った。次

に会社員 正社員 と派遣社員と公務員 教職員を除く をまとめ、会社員ダ

ミーを作った。また、自営業は自営業ダミーでまとめ、医師・医療関係者、

経営者・役員を一つにまとめ、エグゼクティブダミーとした。それぞれのダ

ミー変数は （該当しているか）、０ 該当していないか とした。世帯年収

は 万円未満＝０、 ～ 万円＝１、 ～ 万円＝２、 ～ 万

円＝３、 ～ 万円＝４、 万円以上＝ とし、カテゴリカル変数に

変更した。住居形態はアンケート調査項目の寮とその他と賃貸＝０とし、持

ち家＝２とし、カテゴリカル変数にした。子供の有無については、子供がい

る場合＝１、いない場合＝２としてカテゴリカル変数として取り扱った。車

の利用の有無については、車を利用していない場合、車を利用していないダ

ミー、それ以外は車種別にダミー変数を設け、 ダミ―、セダンダミー、

ミニバンダミー、ワゴンダミー、軽ダミ―、を作成した。それぞれに該当す
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るものがあれば１、なければ０とした。運転頻度については、ほぼ毎日＝１、

週の半分程度＝２、週 日程度＝３、月 回程度＝４、 ヶ月に一回程度＝

５、半年に一回程度＝６、ほとんどしない＝７とした。 もしくは

購入経験については、経験がある場合＝１、無い場合＝２としている。また、

近くに充電ステーションはあるかについては、ある場合＝１、ない場合＝２、

わからない＝３とした。求める走行距離は ㎞＝１、 ㎞＝２、 ㎞＝

３、 ㎞＝４、 ｍ以上＝５としている。環境のための行動についての

質問は、「リターナブルな製品を使う」「使い捨て用品や不要なものを使わな

い」「リサイクル用品を使う」「公共交通機関を使う」「あてはまるものはな

い」については、選択肢を選んでいない場合は０、選んでいる場合は１とし、

ダミー変数として取り扱うこととした。

本論文で用いる変数の基本統計量を表１に示している。基本統計量を見て

みると回答者の最頻値は 歳となっている。年収ダミーの最頻値が３であ

るため、年収が 万円～ 万円が最多となっている。住宅ダミーでは最

頻値が２であるため、賃貸が多くなっている。車種の最頻値が であるため、

セダンを保有している人が多くなっている。欲しい車種の最頻値は１である

ため、 を欲しいと答えた人が最大になっている。このことから、本稿の

調査対象者の平均は、 歳の結婚している男性で、年収が約 万円～

万円程、 を欲していることがわかる。
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3.4 推計結果及び考察

本稿では、上述のアンケート調査の結果を用いて、どの様なタイプの人に

が受け入れやすいのかを調べる。個人 の 潜在的な購入意欲 が個

人属性と環境意識からなるベクトル を用いて、 α で与

えられるとする。なお、ここで は誤差項を示す。 が特定の閾値を超える

かどうかで、 の購入可能性に関する回答が変化すると仮定し、順序ロジ

スティクス分析により個人属性や環境意識が の購入意欲に及ぼす影響を

調べた。表２に示した推計結果によれば、職業の項目で、「会社員」が ％水

準、「自営業」が ％水準で、プラスで有意になった。「会社員」や「自営業」

の人は「エグゼクティブ」の人と比較し、 を受け入れやすいという結果

が出ている。係数を調べると、中でも「自営業」の人が を受け入れやす

いようである。

一方、表 の年収ダミーについては、いずれも統計的に有意な結果が得ら

れておらず、所得水準と 購入意欲の関係性は薄いという結果が得られて

いる。先行研究では 購入率は所得と多いに関係があるとの分析結果が出

ており、本調査は先行研究とは異なった結果となっている。また、現在乗っ

ている車の車種については、「セダン」が ％水準、「ミニバン」が ％水

準で、マイナスで有意になった。現在乗っている車の車種に関しては、「セダ

ン」か「ミニバン」に乗っている人が を購入する可能性が低いという結

果となっている。運転頻度については、「週の半分程度」、「週 回程度」、「月

回程度」がプラスの符号をとり、それぞれ ％、 ％、 ％の水準で有意

になった。運転頻度が低い人は を購入する可能性が低いようである。

に求める走行距離が「 ㎞」と「 ㎞以上」の場合、符号がマイナスにな

り、それぞれ ％と ％水準で有意になった。日本市場で販売されているＥ

Ｖの走行距離は ㎞～ ㎞が中心であるが、長距離の走行を期待する人

が日本ではＥＶを購入していないようである。

最後に、環境を意識した行動をしているか否かの項目では「リサイクルできる

製品を使うか」がプラスの符号をとり、 ％水準で有意な結果となった。先行研

究においても、ＥＶを購入する人は環境を意識している人の割合が高いとの分

析結果が出ており、本論文の結果は先行研究の結果と一致している。一方で、同

じ環境を意識した行動でありながらも「リターナブルな製品を使うか」、「再利用

できる製品を使うか」の項目については、有意な結果が得られなかった。更なる

調査が求められるところである。

3.5 結論

の購入可能性に関する研究の多くは海外で実施されており、日本では

まだ十分な調査がされていない。本稿では、日本においてＥＶを購入する可
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能性の高い人がどのようなタイプの人なのかをするため、独自のアンケート

調査を実施した。分析の結果、先行研究と以下の違いがみられた。北欧の先

行研究では、結婚をしていて家庭を持っている男性が を購入しやすいと

報告されていたが、本研究では既婚者であるかどうかは 購入可能性と関

係性を持たなかった。また、年収が高い若い男性が を購入しやすいと報

告されていたが、本研究では、年収の高さはＥＶの購入可能性と関係性を持

たなかった。一方で、先行研究と同様に、環境意識の高い人が を購入し

やすいという結果が得られた。更に、 に対して長い航続距離を求めない

人ほど の購入率が高くなるという結果が得られたが、この結果も先行研

究と同一の結果となっている。その他に確認された を購入する可能性が

高い人の特性として、会社員や自営業を営む、運転頻度が週 回から月 回

程度、といったことが分かった。更に、セダンやミニバンに乗っている人は

を選びにくいということも分かった。この結果は、これらの車に乗って

いる人が現状の車に対する満足度が高いため、 へ興味をそこまで持って

いないということなのかも知れないが、考察の域を超えていない。

また、本稿に残された課題として、アンケート数や説明変数が限られてい

ることから、詳細な分析には至っていないこと、被説明変数に負の影響を及

ぼさないと思われていた説明変数が負の影響を及ぼしてることが挙げられる。

この負の影響が出てしまう原因については本稿で考察を行っている。しかし、

考察するにとどまっている。加えて、本稿の分析の範囲として、 を購入

する「可能性」を求めるに留まっており、実際にどの位で購入に至るかまで

は予測できていない。最後に、本稿では、先行研究において 購入に有意

となった説明変数を用いており、未知の説明変数の発見はできていない点が

ある。この点を含めて、上記のメカニズムを明らかにする研究の蓄積が今後

望まれる。

参考文献
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第4章 フェアトレード・プレミア

ムの決定要因

大木 皓三郎

要約

世界中で への取り組みが注目を浴びる中、フェアトレードは今まで

以上に注目を集めるようになっている。本研究ではフェアトレード商品を生

産している生産者に支払われるフェアトレード・プレミアムに焦点を当て、商

品の種類、栽培方法（有機栽培かどうか）、国・地域の三つの要素がフェアト

レード・プレミアムにどのような影響を与えるのかを重回帰分析により検証

した。分析の結果、カメルーンとドミニカ共和国で生産されている商品が他

国で生産される同一の商品に比べてフェアトレード・プレミアム率が高いこ

とが分かった。一方、商品の種類や栽培方法はフェアトレード・プレミアム

率に影響は与えていないという結果が得られた。

キーワード： 、栽培方法、フェアトレード・プレミアム

4.1 序論

4.1.1 フェアトレードの目的

年に国連総会で採択された「持続可能な開発目標 ：

」は、 年に策定されたミレニアム開発目標

の後継として策定された。 は 年までに持続可能な世界を構築する

ことを目指す国際目標であり、 の目標・ のターゲットから構成されて

おり、地球上の「誰 人取り残さず（ ）」に経済成長を実

現していくことを誓っている。 外務省

本研究では、これらの の持続可能な開発目標を達成していくため、

特に重要な取り組みであると考えられている、フェアトレードについて取り

上げる。中でも、フェアトレード・プレミアムに焦点を当て、フェアトレー

ド・プレミアムに影響を与える因子を見つけることを目的とする。

フェアトレードは における の目標全てに関わっているが、国際フェ

アトレード機構（ ）は、フェアトレードの推進がとりわけ つの
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の目標達成に大きく寄与すると述べている。また、 年 月に同機構の

本部組織が、欧州委員会の 達成に向けた戦略パートナーに選ばれるな

ど、フェアトレードの取り組みに対する社会的関心はますます強くなってき

ている。

フェアトレードに対しては、「先進国が設けている貿易障壁を取り除いて貿易

を行えるようにするべきである」という考え方や「貧困に苦しむ生産者や労働

者を助けるように貿易が行われるべきである」という考え方など、様々な考え

方がとられているが、本研究で扱うフェアトレードの考え方は、発展途上国の

貧しい生産者や労働者が人間らしい生活を送れるように、 等が公正な対

価を保証し、従来とは違った「公正かつオルタナティブ 」

な貿易を実現しようとする考え方に沿ったものである。「公正かつオルタナ

ティブ」なフェアトレードにも様々な定義がある。 年に４つの国際的な

フェアトレード団体 、

、

、 の 団体の頭文字を

取って と呼ばれる が協議した上で、以下の定義を打ち出した（（社）

日本フェアトレード・フォーラム ）。

・フェアトレードとは、より公正な国際貿易の実現を目指す、対話・透明性・

敬意の精神に根ざした貿易パートナーシップのことを言う。フェアトレード

は、とりわけ南（発展途上国） の弱い立場に置かれた生産者や労働者の人々

の権利を守り、彼らにより良い取引条件を提供することによって持続的な発

展に寄与するものである。

・フェアトレード団体は、消費者の支持のもとに、生産者への支援、人々

の意識の向上、そして従来の国際貿易のルールや貿易慣行を変革するキャン

ペーンを積極的に推し進める団体である。

また、フェアトレードの戦略的意図は以下の三点である。

①疎外された生産者・労働者が脆弱な状態から安全が保証され、経済的に

自立した状態へと移行できるよう、意図的に彼らと協働すること。

②生産者と労働者が自らの組織において優位なステークホルダー 利害関

係者 となれるよう、エンパワーする 力をつける こと。

③より公正な国際貿易を実現するため、国際的な場でより広範な役割を積

極的に果たすこと。

以上の定義によれば、フェアトレードが最終的に目指しているものは、「持

続的な発展」であるものの、より具体的には

①疎外された生産者・労働者の権利の保障、自立

②より公正な国際貿易の実現、また国際貿易のルール・慣行の変革

の二つを目指しているものと言える。非常に小さい視点のレベルでの「疎

外された生産者・労働者への恩恵」と、国際レベルでの「貿易ルール・慣行

の変革」の二つがフェアトレードの二大目的であると言われている。フェア
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トレードはとにかく発展途上国の貧しい生産者の生活を改善するだけの活動

と見られることが多いが、既存の貿易システムを公正なものに変革するとう、

更に大きな目的も持っていることは非常に重要な点である。

4.1.2 フェアトレードの歴史

次に、フェアトレードの歴史について日本フェアトレード・フォーラム（ ）

の を参考に記述する。フェアトレードの歴史としては、第二次世界大戦

終了直後の 年、アメリカの国際協力 でボランティアをしていた

女性がプエルトリコの女性が作成した工芸品を買い取り、バザーで販売した

のが始まりと言われている。当時は貧困に陥っている生産者をなんとかして

あげよう、少しでも楽な生活を遅れるようにしてあげよう、という考えのも

と行われていたことから「慈善貿易」と呼ばれていた。その考えに変化が起

こったのが 年代初頭であり、生産者の直近の生活を助けるだけではな

く、途上国の人々が貧困から抜け出し、自立できるようにするという体制作

りが始まり、「開発貿易」へと変化していった。それに伴い、フェアトレード

を専門とする団体やフェアトレード商品の専門店などが生まれた。この頃は

呼び方が「フェアトレード」ではなく、今までの貿易に変わる別の貿易の仕

組みを作ろうという意味が込められた「オルタナティブ・トレード」という

ものに変わっていた。 年代に入ると、オルタナティブ・トレードは「市

場の停滞」という大きな壁にぶつかることとなったが、それは商品の「品質」

に起因するものであった。「慈善貿易」や「オルタナティブ・トレード」は、

当初、途上国の生産者を助けたいという思いを持った「倫理的購入者」と呼

ばれ支えられた取り組みとして始まったが、助けたいという思いが先行した

ものであり、取引される製品の品質にはあまりこだわりがあったものではな

かった。しかしながら、「倫理的購入者」は消費者全体の数％しかおらず、そ

の人達に商品が行き渡った後はフェアトレード市場の需要は著しく低下し、

商品が売れなくなってしまった。市場をさらに広めるには「倫理的購入」以

外の一般の消費者が購入したくなるような品質の商品を生産する必要があっ

た。この頃から一般の市場をターゲットにしたマーケティングへの取り組み

が盛んになっていった。そして、別の新たな市場を作り出すのではなく、一

般の取引や市場の中でシェアを広めていくという動きと共に、呼び名も「オ

ルタナティブ・トレード」から「フェアトレード」へと変化した。

4.1.3 フェアトレードの認証取得

フェアトレードには大きく分けて２つの認証制度がある。 つ目は国際フェ

アトレード認証である 図１ 。この認証を受けて得られる認証ラベルは国際

的なフェアトレードに対する取り組みのシンボルであり、世界中で認識され
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ている倫理的ラベルの一つとなっている。このラベルが付いた製品は、社会

的、環境的、経済的基準について定めた国際フェアトレード基準を満たして

いるとともに、その原料が生産されてから、輸出入、加工、製造工程を経て

「国際フェアトレード認証製品」として完成するまでの各工程において、国際

フェアトレードラベル機構が定めた国際フェアトレード基準が守られている

ことを証明するものである。このラベルの付いた製品については、農業生産か

ら認証製品として市場に出荷されるまでの段階を完全に追跡することができ、

コーヒーやバナナなど認証原料 ％からなる製品に表示される フェアト

レード・ラベル・ジャパン 。２つ目は世界フェアトレード連盟

による認証制度である。同連盟による認証マーク（図 ）は、 に加盟

し、生産者の労働条件や賃金、児童労働や環境などに対して基準を満たして

いる事を認められた団体が取得することができるものである。認証マークを

使って行くためには、認証取得後も、自己評価と相互評価、外部検証を通じ

た監査を受ける必要がある フェアトレードカンパニージャパン 。

4.1.4 フェアトレード・プレミアムと市場規模

フェアトレードを考えていく上で非常に重要な項目にフェアトレード・プレ

ミアムがある。国際フェアトレード認証では、公平・構成な価格で生産物を取

引するだけではなく、生産者に対してフェアトレード・プレミアムと呼ばれる

奨励金を支給しており、消費者に商品の代金に上乗せしてプレミアムの支払

いを求める仕組みとなっている。このフェアトレード・プレミアムの制度は、

国際フェアトレード認証の最大の特徴といえる。プレミアムは、地域の組合

等を通じて管理され、使用用途は地域の状況に合わせて生産者組合によって

民主的に決定される。フェアトレード市場の拡大に伴い、生産者が受け取る

フェアトレード・プレミアムの金額は年々増額している。 年度は、世界
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万上の生産者・労働者が市場に参加し、過去最高の２億 万ユーロ、約

億円が認証生産者組織に渡った。平均すると認証生産者組織あたり 万

ユーロが届いた計算になる フェアトレード・ラベル・ジャパン 。

年度のデータによれば、フェアトレード・プレミアムの内 ％が、機器の購

入、品質・収穫量を向上させるためのトレーニング、組合運営に必要な施設の

整備や灌漑施設などのインフラ投資に使われている。一方、工場や農場で働

く人は、コミュニティー発展のための設備の補充、学校の設備や奨学金制度

等の教育のために ％が使っている。

次にフェアトレードの現状に付いて述べる。 年の世界各国における

フェアトレード製品の販売額は、 年前に比べて 倍となり、 兆 億円

となっている。販売額が高い国は、イギリス、ドイツ、アメリカである。一

方その他の国でも ％以上成長している国も複数ある。 年の日本国内

のフェアトレード認証製品の市場規模は推定 億円であり、 年度に比

べて ％増となっている 図３を参照 。図 は横軸に年度、棒グラフでフェ

アトレード認証製品の推定市場規模 億円 、折れ線グラフで国民一人当たり

年間購入額 円 を表している。世界で取引されているフェアトレードの上位

品目は、コーヒーの生豆、カカオ豆、バナナ、花・植物、きび砂糖、お茶、

綿となっている 表１ 。

フェアトレード・プレミアム率の計算方法は以下の通りである。フェアト

レード商品の価格から通常の商品の価格を差し引いてフェアトレード・プレ

ミアム額を求め、フェアトレード・プレミアム額を通常の商品の価格で除し

て、商品価格に対するフェアトレード・プレミアム率を算出する。フェアト
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レードの実態としては、小規模な農家はマーケットの動向の情報の入手や、

市場への販売手段を持っていないため、中間業者に頼らざるをえない状況に

あり、不安定な生活を余儀なくされていることが多いと予想できる。フェア

トレードでは、個々の小規模農家が集まって生産者組合を作り、メンバー全

員で生産能力を高める取り組みを行ったり、市場と直接つながり交渉力を身

につけ、組織を発展させたり、フェアトレードの利益でインフラなどを整備

し、地域社会を発展させるなど様々なことが可能になる。

今回の研究は、フェアトレードに関する様々なデータを分析し、フェアト

レードの認証商品の購入額に経済が与える影響や、今後フェアトレードがど

のように拡大していくのかについて考察することが目的である。本章以降の

構成は以下の通りである。第 章では本論文に関係する先行研究を紹介する。

第 章では研究に用いたデータについて説明する。第 章では重回帰分析の

方法を述べ、フェアトレード・プレミアム率と製品の種類、栽培方法（有機

栽培か）、国・地域等のデータの関係性を分析し、その結果を報告する。そし

て、第 章で分析結果を考察し、まとめを行う。

4.2 背景

この章では、フェアトレード市場に関する経済分析を行った先行研究とし

て、橋長ら と長坂ら の先行研究を紹介し、今回の研究に至っ

た経緯を説明する。橋長ら は、フェアトレードタウンの発祥の地であ

るイギリスと日本のエシカル消費に関する認知、行動、購買意思決定要因の

違いを明らかにし、日本においてエシカル消費が促進される要素を研究した。

エシカル消費とは、消費者庁の によると地域の活性化や雇用などを含む、

人・社会・地域・環境に配慮した消費行動のことである。橋長ら の分

析方法を以下に記述する。はじめに従属変数に「課題解決に対する行動：エ

シカルな資格を持つ製品の購入」を、独立変数に，「現代的課題に対する不安

度 」 項目）、「個人の行動が課題解決へ繋がる自信度 」（１項目）、「企
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業の倫理基準が購買意思決定に影響する重要度」（１項目）、「企業の社会的責

任と購買意思 」（５項目）、「倫理性に関する情報への信頼度 」（５項目）、

「社会的課題への関心度 」（４項目）をいれた強制投入法を用いて重回帰分

析を行ったが、どの項目についても有意性を確認できなかった。そのため、ス

テップワイズ法を用いて再度重回帰分析をしている。その結果、日本におけ

るエシカル消費の促進要因では、貧困に苦しむ国において子どもたちが適切

な教育を受けることができない現状を危惧し、児童労働により生産されてい

ない製品であることが確認できることを最も重要視されていることを確認し

た。一方、イギリスでは、企業の倫理基準を見極めて購買意思決定を行って

おり、開発途上国の生産者や労働者が自分たちの育てた商品に対して公正な

取引を行っていることが重要であり、その事実を証明することができること

がエシカル消費を促進する要因であるということを確認した。

長橋ら（ ）は日本とイギリスにおいてエシカル消費の促進の要因が異

なる理由として、両国のフェアトレード市場の構造の違いが影響していると

述べている。実際、日本では認証製品と非認証製品の割合が 年で

％、 ％となっており、市場の 割以上を非認証製品が占めているのに対

して、世界及び欧州では 年時点で既に認証製品の割合が 割を超えて

いる 長坂 ）。更に、「認証製品が市場の殆どを占めている欧

州では消費者がエシカル消費において認証制度に匹敵するような倫理性を企

業に求めている一方、日本では消費者は主に生産の行われている地域の労働

環境や児童労働に対して関心を持っているのではないか」とも述べている。

上記のようにフェアトレードが現地の生産者や労働者、購買意欲に与える

影響を分析する先行研究はあるものの、生産者が受け取るフェアトレード・

プレミアムに焦点を当て、様々な属性がプレミアムに及ぼす影響を比較して

分析している研究はなかった。生産者にとって重要なフェアトレード・プレ

ミアムに焦点を当て研究することは非常に意義があることかと思う。本研究

では、従属変数にはフェアトレード・プレミアム率を使用し、独立変数には、

製品の種類、栽培方法（有機栽培かどうか）、国・地域の３つを使用し、重回

帰分析を行うことで、独立変数が従属変数にどのような影響を及ぼしている

かを分析し、考察する。

4.3 データ

4.3.1 データ概要

本研究の分析には が公開している

フェアトレード最低価格とプレミア

ム情報 からプレミアム額の上位７品目 コーヒー、カカオ、バナナ、花・植

物、砂糖、綿、お茶 を選び、その中でデータが得られないお茶を除く６品目
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を抽出して使用する。使用したデータ項目を以下に示す。

使用したデータ：

お茶を除いた上位７品目 コーヒー、カカオ、バナナ、花・植物、砂糖、綿

データの種類：製品の種類、栽培方法（有機栽培か）、国・地域、

上記の特定の製品規格、品質、国・地域についてはダミー変数を用い、該

当する場合には１、該当しない場合には０を表示するものとした。

4.3.2 従属変数

従属変数にはフェアトレード・プレミアム率を使用する。割合を表示し

たグラフを作成した 図４ 。

4.3.3 独立変数

独立変数には製品規格、品質、国・地域の３つを使用した。

各項目の内訳を下記に記す。

・製品の種類：

・栽培方法：

・国・地域：



重回帰分析

4.4 重回帰分析

フェアトレード・プレミアム率を従属変数、製品規格、品質、国・地域の

三つを独立変数として重回帰分析を行い、以下の結果が得られた。

表 に推計結果が示されている。国・地域については、

を基準とし、その他の地域にダミー変数を設けた

が、カメルーン、ドミニカ共和国について、符号がプラスとなり、有意水準

％で有意な結果が得られた。したがって、カメルーンとドミニカ共和国で生

産されている商品は、他国で生産されているものよりもフェアトレード・プ

レミアム率が高いということがわかった。一方、中央アメリカ及びメキシコ、

北アフリカ、太平洋、パナマ、ペルー、セントルチアについては－の符号が

得られ、有意水準 ％で有意な結果が得られた。したがって、この 地域で

生産されているものはフェアトレード・プレミアムが低いということになる。

それ以外の項目については有意性が認められなかった。従って、製品の種

類による違いや、栽培方法による違いはフェアトレード・プレミアム率に影

響を及ぼしていないようである。

4.5 結論と考察

本研究はフェアトレード・プレミアム率に対して製品の種類、栽培方法、

国・地域の三つの項目がどのような影響をおよぼすのかについて重回帰分析

を用いて検証を行った。重回帰分析の結果によれば、カメルーンとドミニカ

共和国は他国に比べて高いプレミアムを得ているようである。本研究に用い

たデータでは、カメルーンとドミニカ共和国は両国とも を生産し

ている。つまり、カメルーンとドミニカ共和国で生産されている

については他の国の商品に比べてフェアトレード・プレミアム率が高いとい

う事を表している。その理由について更に調べることは今後の研究課題であ

る。一方、製品の種類と栽培方法については、有意な結果を得ることはでき

なかった。結果として、どこの国の商品のフェアトレード・プレミアム率が

高いのかを判別することはできたが、商品の違いや品質差がフェアトレード・

プレミアム率にどう影響するかは示せなかった。

本研究で調査した製品の種類、栽培方法、国・地域の三つの項目がフェア

トレード・プレミアム率にどのような影響を及ぼすかという研究においては、

データの量が重要であると考えられる。今回は取引量上位７品目のフェアト

レードに関するデータを国際フェアトレードラベル機構の より使用した
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結論と考察

が、国によってデータ量のばらつきが非常に大きく、母数が極端に少ないた

めにデータ分析を妨げてしまうことが何度かあった。今後、各国が現在より

も更に詳細で的確なフェアトレードに関するデータを計上し、それを複数あ

る国際的なフェアトレード機関がサポートすることで、再度このテーマの研

究を高精度で行うことが可能になるのではないかと考えた。
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第5章 レジ袋有料化と環境問題

意識

小林 奏

要約

日本では、 年 月 日にレジ袋の有料化が義務付けられた。本研究

では、レジ袋有料化の賛否とマイバックの持参状況に関するアンケートを実

施し、それらを決定づける因子について調べた。順序ロジスティック分析を

用いた分析の結果、年齢や性別に加え、環境問題に対する意識や危機感が、

有料化の賛否やマイバック持参に影響を及ぼすことが分かった。また、普段

マイバックを持参する人でも、環境問題に関心があるとは限らないことも分

かった。

キーワード：有料化，マイバック持参，環境問題，順序ロジスティック分析

5.1 序論

近年、プラスチック問題とそれに対する対策が話題となっている。海外で

のプラスチック削減政策に続き、日本でも、プラスチック・ストロー廃止や

レジ袋の有料化など、私たちの日常生活に関連する施策が導入されてきた。

年 月 日にレジ袋の有料化が義務付けられてから、人々が買い物時に

マイバックを持参するようになった結果、義務化以前と比較してレジ袋辞退

率は高くなった（環境省 ）。私のアルバイト先でもテイクアウト商品の

レジ袋が有料化されたため、レジ袋辞退率は増加しており、以前に比べてレ

ジ袋の発注量は半分以下となった。しかし、有料化以後も、スーパーやコン

ビニでもレジ袋を購入する人を見かけることがあるなど、マイバックの持参

状況には個人差がみられる。そこで、本論文では、レジ袋辞退率やマイバッ

クの持参状況が年齢や性別といった個人属性や環境問題意識とどう関係して

いるかをアンケート調査により調べることとした。アンケート結果をもとに、

レジ袋政策の効果を検証し、今後どのような政策を行っていくべきかについ

て考察をしていきたいと思う。本稿の構成は以下の通りである。第 章では、

①プラスチックの利用に付随した問題、②プラスチック利用削減を目的とし

た政策、③レジ袋有料化導入の背景の 点からプラスチック問題の現状に触
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れる。第 章ではアンケート方法について説明を行い、第 章では分析結果

を述べる。最後に第 章では、結果をもとに考察を述べる。

5.2 背景

5.2.1 プラスチックの利用に付随した問題

現在、世界のプラスチック生産量は年間で 億トンであると言われており、

レジ袋だけでも年間 兆枚が生産されている。そして、世界の海には、毎年、

ミリリットルのペットボトル 億本に相当する 万トンものプラス

チックごみが流出している（堅達 ）。日本沿岸で回収された漂着ごみは

年間 万トンから 万トンにも及び、プラスチック類がそのうちの 割から

割を占めている（環境省 ）。このままのペースで、プラスチックの使

用量が増加していけば、 年には魚の量を超える可能性があると予測され

ている（堅達 ）。プラスチック問題の一つとして、レジ袋問題につい

て耳にする機会も多いだろう。レジ袋がプラスチックごみ全体に占める割合

は実際には ％程度と低い水準であるが（総務省 ）、レジ袋は使い捨て

プラスチックの代表例であり、リサイクルにも向いていないため注目を浴び

ている。また、レジ袋等はマイクロプラスチックになりやすく、それが海に

広がることにより引き起こす生態系への悪影響も懸念されている。

山下ら（ ）は、プラスチックに吸着するポリ塩化ビフェニル（ ）

と難燃剤として添加されているポリ臭素化ジフェニルエーテル（ ）が

プラスチック摂取によって海洋性海鳥の体内に移行することや、動物プラン

クトンなどの低次栄養段階の生物にもマイクロプラスチックと化学物質が取

り込まれているという証拠を示し、海洋生態系全体に汚染が広がっているこ

とを明らかにした。今後、海洋へのプラスチック流出量が増加することで、

海洋生物に対する汚染負荷が大きくなり、海洋生態系全体への脅威が増すと

述べている。とはいうものの、マイクロプラスチックが私たち人間に及ぼす

影響については、まだまだ未解明のことが多く、今後マイクロプラスチック

が増えていった時にどのような事態が引き起こされるのかについてはよく分

かっていない。しかし、我々人間は食物連鎖の頂点に立っており、日常的に

魚介類を食べているのであるから、最終的に私達人間がマイクロプラスチッ

クから思わぬ影響を及ぼす恐れは十分にある（堅達 ）。

5.2.2 プラスチック利用削減を目的とした政策

以上のようなプラスチック使用に付随する環境問題を軽減させてくために

行われている様々な政策の中でも、本研究では、私たちの身近に存在するレ

ジ袋対策に着目して調べていくこととする。日本では、 年 月 日に全
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国でレジ袋が有料化され、現在はレジ袋 枚 ～ 円ほどで提供されている。

レジ袋有料化が義務化される以前から、レジ袋削減を目的とした取り組みは

様々行われてきた。日本チェーンストア協会では、 年以降、「レジ袋削減

キャンペーン」を実施し、レジ袋削減啓発ポスターやレジ袋ご不要カードを

作成し会員企業のレジ袋削減に向けた取り組みを行っているが、 年には

会員企業平均のレジ袋辞退率 ％、平成 年にはレジ袋辞退率 ％を

達成している（環境省 ）また、日本フランチャイズチェ―ン協会（ ）

も、平成 年より 統一の取り組みとしてレジ袋の削減に取り組んでき

た。具体的には、 加盟のコンビニエンスストア 社、約 店舗にて、

声掛けの徹底、適正サイズのレジ袋使用の徹底、一般消費者への告知（ポス

ターの貼付、レジ画面による啓発等）といった取り組みを実施してきた（環

境省 ）。

5.2.3 レジ袋有料化導入の背景

世界でプラスチックごみに関する問題が注目されるようになっているが、日

本も例外ではない。各国の人口一人当たりプラスチック容器包装の廃棄量を

比較すると、日本の廃棄量は ㎏でアメリカに次いで世界 位である。（環

境省 ）

環境省（ ）の「みんなで減らそうレジ袋チャレンジ」は

・日本のプラスチック廃棄量の多さ

・ ヶ国以上でレジ袋に禁止を含めた規制があること

・ 年にはプラスチックの製造・廃棄にかかる二酸化炭素排出量が全体

の ％を占めると予測されていること

・ひっ迫する廃プラスチックの処理

・ 年には魚の量を上回るプラスチックごみ

・大阪湾に沈むレジ袋は 万枚に上ると推計されていること

を指摘し、レジ袋使わない人を 割にすることを目標として取り組むと述

べている。

5.3 先行研究

足立ら（ ）は、 年 月に施行されたレジ袋有料化の影響を調べる

ため、北海道のコンビニエンスストアで店頭調査を実施した。全国チェーン

の大手コンビニ 社は、 年 月以降一斉にレジ袋を有料化したが、北海

道に本社がある道内最大手のコンビニは有料化行っていなかった。レジ袋有

料化を行っているコンビニ店舗と行っていない店舗で同時期に比較調査を行

うことで、有料化の効果やレジ袋購入者の特徴の比較検討を行った。具体的

は、 有料化前後での人々の行動の変化、 ．有料化を導入した店舗と導入



第 章 レジ袋有料化と環境問題意識

していない店舗でレジ袋辞退率、 ．有料化後もレジ袋を購入する客の購買時

の特徴について調査が行われた。そして、有料化を行った店舗と行わなかっ

た店舗で辞退率の変化が大きく異なっていたという結果が確認された。また、

レジ袋辞退率と購入者の属性の関連についても分析が行われ、エコバック持

参率は全体的に低い、弁当やそれに準ずるものを購入する時や購入点数が多

い時に辞退率が低い、声掛けがない場合の方が辞退率は高くなるという結果

を得た。

足立ら（ ）の研究では店頭観察という手法を用いて行われているが、

本研究ではインターネットのアンケート調査により、レジ袋有料化の賛否と

マイバック持参率（レジ袋辞退率）について調べ、年齢や性別といった個人

属性、環境問題意識等の個人の意識が、それらにどう影響しているかを調べ

ていく。

5.4 データ

5.4.1 アンケート調査の対象及び方法

本論文に使用するアンケート調査はクロスマーケティング社のモニター男

女 人を対象に行った。また、調査期間は 年 月 日から 年

月 日である。表 に示した通り、同アンケート調査では全年代の男女を調

査対象としているが、それは多様な属性を備える個人の間でレジ袋有料化の

賛否やマイバック持参率がどの様に異なるかを明らかにするためである。年

齢に関しては、 歳から 歳以上までと幅広く、表 の平均値を見ると特

に 代、 代の回答が多く集まった。年収に関しては、 万～ 万の人

が多く、 万以上である人はわずかであった。
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5.4.2 アンケートの目的

実施したアンケート目的と内容について説明する。利用したアンケートは、

巻末に掲載している。まず基本情報として、年齢と年代と性別について尋ね

た。次に、設問 と設問 で分析において被説明変数として用いる、レジ袋

有料化に対する賛否、マイバックの持参状況を 段階評価で尋ねた。設問

と４では、設問 の回答結果に応じて、「なぜマイバックを持参するようにし

ているのか」「なぜマイバックを持参しないのか」を尋ね、マイバックの持参

をするかしないかを決める具体的な理由を調査した。設問５では、マイバッ

ク持参に対する「面倒くささ」を尋ねた。これは、面倒くささとマイバック

持参状況の関係を明らかにするためである。設問６では、日々の生活の中で

行っている配慮行動を尋ねた。この設問には 個の選択肢を設け、複数回答

を可とした。この設問を設けた理由は、環境意識の違いがマイバックの持参

に影響を及ぼすかを探るためである。設問７では、普段の生活でどれだけ環

境問題について意識しているかを尋ねた。設問８ではプラスチック問題に対

する危機感を尋ねた。危機感を持っている人の方が有料化に対し賛成し、マ

イバックの持参率も高いと考えたからである。設問９では、週にスーパーや

コンビニに行く頻度を尋ねた。設問７同様、回数が多い方が有料化に対し賛

成であり、マイバックの持参率も高いと考えたからである。設問 では世帯

年収を尋ねた。年収が高い方が、賛成率も持参率も高いと考えたからである。

以下の分析では、設問 と を被説明変数とし、基本情報と設問５・ ・ ・

９・ を説明変数とする。

5.4.3 アンケート結果の加工

アンケート調査の結果を次のように整理し、分析に用いるデータとした。

まず、性別に関して「男性」を１、「女性」を２とした。年齢は、「 歳以上」

を１、「 代」を２、「 代」を３、「 代」を４、「 代」を５、「 代」を

６、「 歳以上」を７とした。設問１のレジ袋有料化の賛否を問う設問では、

「大いに賛成」を 、「どちらかと言えば賛成」を 、「賛成でも反対でもない」

を 、「どちらかと言えば反対」を 、「大いに反対」を とした。設問 の

マイバック持参の情報を問う設問では、「いつも持参している」を 、「だい

たい持参するようにしている」を 、「気づいたときには持参するようにして

いる」を 、「たまに持参する」を 、「持参することはない」を５とした。設

問 のマイバック持参の面倒くささを問う設問では「全く面倒だとは感じて

いない」を 、「余り面倒だとは感じていない」を 、「どちらともいえない」

を 、「少し面倒だと感じている」を 、「非常に面倒だと感じている」を と

した。設問 のプラスチック問題に対する配慮行動を問う設問では、選択し

た数に応じて０から を割り当てた。設問 の環境問題の危機感を問う設

問では、「非常に感じている」を 、「少し感じている」を 、「どちらとも言



第 章 レジ袋有料化と環境問題意識

えない」を 、「余り感じていない」を 、「全く感じていない」を５とした。

設問９の買い物の頻度を問う設問では、「 回」を 、「 ～ 回」を 、「 ～

回」を 、「 ～ 回」を 、「 回以上」を とした。設問 の世帯年収を問

う設問では、「 万円未満」を 、「 ～ 万円」を 、「 ～ 万円」

を 、「 ～ 万円」を 、「 ～ 万円」を 、「 ～ 万円」

を 、「 万円以上」を とした。

5.5 分析方法と結果

5.5.1 分析方法

表 に、説明変数間の相関関係を示した。環境問題に対して危機感を持っ

ている人について、年齢と環境に配慮した行動で弱い負の相関があることが

分かった。年齢が高いほど環境問題に対して危機感を感じていて、配慮行動

をしている人は危機感を持っているということである。マイバック持参の面

倒くささにおいて、年齢と行動の間に弱い負の相関があることが分かった。

年齢が高いほどマイバック持参を面倒だとは感じていなく、配慮行動をして

いる人は面倒だと感じていないということである。更に詳しい分析を行うた

め、アンケート調査での、レジ袋有料化の賛否を問う設問１とマイバックの

持参状況を問う設問２を被説明変数、基本情報と設問 ， ， ， ， を説明

変数とした、 種類の順序ロジスティック分析を行った。

5.5.2 分析結果

①個人属性や環境問題意識が有料化の賛否に与える影響

設問 のレジ袋有料化の賛否を被説明変数、性別、年齢、年収、環境への

配慮行動、環境問題に対する危機感を説明変数とし、順序ロジスティック分
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析を行った。分析結果は表 の通りである。年齢の係数はマイナスとなった

が、統計的に有意な結果は得られなかった。年収の係数はプラスになったが、

こちらについても統計的に有意な結果は得られなかった。環境に配慮した行

動についてはマイナス係数がみられ、 ％水準で有意な結果が得られた。こ

の結果は、日ごろ環境に配慮した行動をとっている人の方がレジ袋の有料化

に対して賛同する傾向が高いことを示している。また、環境問題に対する危

機感についてはプラスの符号が得られ、 ％水準で統計的に有意が得られた。

この結果は、危機感を持っている人の方が、レジ袋の有料化に賛同する傾向

が高いことを示している。

②個人属性や環境問題意識がマイバック持参状況に与える影響

次に、設問 のマイバックの持参状況を被説明変数、性別、年齢、年収、

環境問題への配慮行動、環境問題に対する危機感、マイバック持参に対する

面倒くささ、買い物の頻度を説明変数とした順序ロジスティック分析を行っ

た。分析結果は表 の通りである。環境への配慮行動では係数がマイナスと

なったが、統計的に有意な結果は得られなかった。性別と年収についてはプ

ラスの符号が得られ、 ％水準で統計的に有意となった。女性の方が、持参

率が低いということが分かった。さらに年収でも ％水準で統計的に有意と

なり、年収が高い人の方が、持参率が低いということが分かった。面倒くさ

さでは、 ％水準で統計的に有意となり、面倒くさいと感じている人の方が、

持参率が低いということが分かった。年齢、環境への危機感、買い物の頻度

では特に関連は見られなかった。

5.6 考察

以上のアンケート結果の分析より、「個人属性や環境問題意識が有料化の賛

否に与える影響」では、環境に配慮した行動と環境問題に対する危機感がレ

ジ袋有料化の賛否に影響していることが分かった。また、説明変数間の相関
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では、環境に配慮した行動をとっている人と危機感を持っている人の間に相

関があることが分かり、環境に配慮した行動をとっている人は危機感を持っ

ていると言える。以上のことから、日ごろ環境に配慮した行動をとっていて、

さらに危機感を持っている人が、よりレジ袋有料化に賛成の意見を持ってい

るということが分かった。一方、設問 の環境問題についてのニュースや記

事についての設問では、「テレビなどで放送されているときには一応聞くよう

にはしている」という選択肢の回答が一番多く、全体の約 ％であり、自ら

進んでニュースや記事をみている人は少なく、環境問題に対して関心度が低

い印象を受けた。環境問題に対しての関心度や危機感が賛否に影響を及ぼし

ていることから、環境問題の現状や今後の予測等を多くの人に認知してもら

うことが重要であると考えた。

また、年齢の高さも賛成に影響を与えており、年齢が高いほど環境問題に

関心があり、それが賛成につながっているということも分かった。最近は若

者のテレビ離れが進み、若者が日ごろニュース等に触れる機会が減り、年齢

で差がみられたのではないかと考えられるため、若者にも関心を持ってもら

うためにも を使って認知を促すことが効果的であると考えた。「個人属

性や環境問題意識がマイバック持参に与える影響」では、性別、年収、面倒

くささが影響していることが分かった。予想と反した点は、女性の方が、持

参率が低く、男性の方が高いという結果である。女性の方がスーパー等に行

く機会が多く、「レジ袋有料」を目にする機会が多ければ多いほど意識するた

め持参率が高いと予想したが、本論文のアンケート調査では男性の方が、持

参率が高いという意外な結果が得られた。年収と面倒くささに関する設問に

ついては予想通りであった。やはり、面倒だと感じている人は、実際にマイ

バックを持参せずに買い物をしている。マイバックを持参するという行動に

対する面倒くささをなくすことは難しいかもしれないが、環境問題の現状や

将来についての知識を得ることでマイバック持参率は上げられるのではない
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かと考えた。さらに、年収が高いほど持参率が低いという結果が得られた。

年収が高いほど生活に余裕があり、 ～ 円のレジ袋代を節約しようと考える

人が少ないからであり、レジ袋代と持参率は関係していると考えた。実際に、

設問 のマイバックを持参している人の持参理由では、約 ％が「レジ袋代

がもったいないから」、約 ％が「環境保護のために重要であるから」と回

答している。半数以上が環境のためではなく節約を重視した結果であり、環

境保全の意識をどう醸成していくかが今後の課題であるということが分かっ

た。レジ袋の使用を削減すればどれだけ環境に良い影響を与えるのかという

ことを広く認知してもらう必要がある。

設問６の環境に配慮した行動では、「地方自治体の分別方法に従い、プラ

スチックごみの分別をしている」、「詰め替え用パッケージを利用している」、

「海・川・山のレジャーではごみを持ち帰る」が上位 つであった。しかし、

それ以外の項目は ％にも満たない割合であった。マイバックを持参するな

ど一人一人がなにか つでも環境に配慮した行動を増やせば、環境への悪影

響は大きく減るであろう。また、環境に対して少しでも関心を持つことが出

来れば、自然と行動が変わっていくのではないかと考えられる。本研究では、

各都道府県や地方自治体の取り組みとそれによるレジ袋有料化の賛否、マイ

バック持参率の比較を行うことが出来なかったため、どのような取り組みが

より効果的であるかを明らかにするためにも、以上のことを課題としていき

たい。今後も環境省をはじめとする各都道府県、地方自治体のレジ袋に関す

る対策に注目していきたい。
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総務省 機関誌「ちょうせい」第 号
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アンケート

設問 ． 年 月にレジ袋有料化が義務化されましたが、あなたはレジ

袋有料化に賛成ですか反対ですか。最も当てはまる選択肢を一つ選んでくだ

さい。

１ 大いに賛成

２ どちらかと言えば賛成

３ 賛成でも反対でもない

４ どちらかと言えば反対

５ 大いに反対

設問 ．普段の買い物はマイバックを持参するようにしていますか。最も

当てはまる選択肢を一つ選んでください。

１ いつも持参している

２ だいたい持参するようにしている

３ 気づいたときは持参するようにしている

４ たまに持参する

５ 持参することはない

設問 ．問 で選択し１，２，３，を選択された方にお尋ねします。なぜ

マイバックを持参するようにしていますか。最も当てはまる選択肢を一つ選

んでください。

１ 環境保護のために重要だと思うから

２ レジ袋代がもったいないから

３ 周りが皆そうしているから

４ その他

設問 ．問 で選択肢４と５を選択された方にお尋ねします。なぜマイバッ

ク持参をされないのでしょうか。最も当てはまる選択肢を一つ選んでください。

１ マイバックを持参するのが面倒くさいから

２ レジ袋をゴミ袋として活用するから

３ ～ 円程度を支払うのであれば、マイバックを利用するよりも効率的

だから

４ 周りもマイバックを持参していないから

５ その他

設問 ．買い物の時にマイバックを持参するというのは、手間暇がかかり

面倒くささがあると思いますが、マイバックを持参するという行為に対して

どのくらい 面倒くささ を感じていますか。最も当てはまる選択肢を一つ選

んでください。

１ 全く面倒だとは感じていない
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２ 余り面倒だとは感じていない

３ どちらともいえない

４ 少し面倒だと感じている

５ 非常に面倒だと感じている

設問 ．近年、プラスチックごみ削減への取り組みをよく目にすると思い

ますが、あなたがプラスチック問題に対して日々の生活の中で行っている配

慮行動をお答えください。この質問については、当てはまる選択肢をすべて

選んでください。

１ 自治体の分別方法に従い、プラスチックごみの分別をしている

２ 詰め替え用パッケージを利用している

３ ペットボトルは買わないでマイボトルを持ち歩いている

４ カフェを利用するときには、マイカップ、タンブラーを使用する

５ 使い捨てのプラスチック製のストローや、フォーク、スプーンはもらわ

ないようにしている

６ 過剰に包装された商品を買わないようにしている

７ 使い捨てマスクではなく、繰り返し使用できる布マスクを使用している

８ 調理時にプラスチックラップの使用を控える

９ 海・川・山のレジャーではごみを持ち帰る

再利用可能な商品を選ぶようにしている

設問 ．「プラスチックごみ問題」等の環境問題についてのニュースや記事

を普段気にかけていますか。 最も当てはまる選択肢を一つ選んでください。

１ ニュースヤ記事を 自ら探して 、視聴したり読んだりするようにして

いる

２ ニュースや記事を 見つけたときには 、それを選択して視聴したり読

んだりするようにしている

３ テレビなどで放送されているときには一応聞くようにしている

４ あまり関心がないので、別のニュースや記事を視聴したり読んだりす

るようにしている

設問 ．プラスチックごみの問題に関して、どのくらい危機感を感じてい

ますか。 最も当てはまる選択肢を一つ選んでください。

１ 全く感じていない

２ あまり感じていない

３ どちらともいえない

４ 少し感じている

５ 非常に感じている

設問 ．一週間に何回程度、スーパーやコンビニで買い物をしますか。最

も当てはまる選択肢を一つ選んでください。
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１ 回

２ １～２回

３ ３～４回

４ ～ 回

５ 回以上

設問 ．あなたの世帯年収（税引き前）をお答えください。 最も当ては

まる選択肢を一つ選んでください。

１ 万未満

２ ～ 万円

３ ～ 万円

４ ～ 万円

５ ～ 万円

６ ～ 万円

７ 万円以上
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佐々木 陸

要約

ごみの最終処分場の残余容量は年々減少しており、約 年後にはごみを

埋め立てる場所がなくなる可能性があると言われている。最終処分場を長く

利用するためには、ごみの排出抑制が必要であり、その際リサイクルが重要

になってくる。本論文では、リサイクルに影響を及ぼす要因についてフラク

ショナル回帰分析を用いて検証した。分析の結果、男性人口の割合、高齢者

人口の割合、財政指数、ごみの分類数、可燃ごみの指定袋の値段が高いほど

リサイクル率が高くなる傾向があることを確認できた。一方で、人口数が多

く、人口密度が高く、可燃ごみの指定袋が有る自治体の方がリサイクル率は

低くなるいという結果が得られた。

キーワード：リサイクル率、ごみ袋有料、分別

6.1 序論

環境省（ ）によると日本では１年間で 万トン以上におよぶ大量の

ゴミが一般廃棄物として排出されているが、産業廃棄物まで含めると、排出

されるゴミの量はさらに増える。環境省（ ）の一般廃棄物処理実態調査

を見てみると、ごみの総排出量や一人当たり一日のごみの排出量は減少傾向

にあるものの、近年では減少幅は小さくなっている。こうした動向を踏まえ

ると、現在の状態からごみの排出量を大幅に減らすことは非常に難しくなっ

ていくことが予想される。一方で、ごみを最終的に処理する最終処分場の残

余容量は図 に示した通り年々減少しており、新たな処分場を見つけること

ができないと、将来埋め立てることのできる場所がなくなってしまう状況に

ある。なお図１で残余年数が延びているのはごみの排出量が年々減少してい

るためである。

ごみの排出量を大幅に減らすことが難しいのなら、排出したごみをリサイ

クルすることが非常に大切になってくるはずである。しかしながら、図 に
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示されているようにリサイクル率は近年ほぼ横ばいのままであり、 年以

降はあまり上昇していない。以上を踏まえてリサイクル率に影響を及ぼして

いる要因を検証することで、今後リサイクル率を上昇させるヒントを見つけ

たいと考え、本卒業研究に取り組むこととした。

本論文の構成は次のとおりである。第２章では背景説明として、ごみ問題

の概要、ごみ問題対策とリサイクルの関連法について述べた後に、先行研究

の内容を紹介する。第 章では使用するデータの概要を紹介し、分析方法を

示す。第 章では分析結果をまとめ、考察を述べる。

6.2 背景説明

6.2.1 ごみ問題の概要

・埋立地不足の問題

再生しきれなかった粗大ごみや不燃ごみ、ごみが燃えた後に残った灰など

は、最終処分場に埋め立てられることとなる。しかし、序論でも述べたよう

に、埋め立てることのできる土地には限度があり、環境省（ によれば、

年度における最終処分場の埋め立て残余年数は 年である。つまり。

このままのペースでごみを廃棄し続けると、約 年後にはごみを埋め立てる

場所が無くなってしまうということである。

・ゴミ処理費用

廃棄処理には多額の費用が必要であり、その多くは私たちの税金で賄っ

ている。環境省（ の資料によると、 年度にはごみの処理に、 兆

億円もの税金が使われているが、これを一人当たりに換算すると、年間
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およそ 円も負担していることになる。なお、この金額は年々増加傾向

にある。

・地球環境の悪化

焼却炉でゴミを燃やす際には、温室効果ガスである二酸化炭素が発生する

が、それは地球温暖化を進めることとなる。地球温暖化が進むと、人間だけ

ではなく動植物にも大きな悪影響が及ぶことは良く知られている。また、全

てのごみが適正処分されているわけではない。ポイ捨てやゴミの不法投棄に

よって、山や海などの環境も破壊されている。

6.2.2 ごみ問題への対策

・一般廃棄物処理の有料化

ごみの排出量を抑制するために多くの自治体で導入されているのが、家庭

ごみ袋の有料化政策である。一般廃棄物の有料化に関する取り組みとして、

年 月 日に、廃棄物処理法第 条の 第 項の規定に基づく「産業

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るための基本的な方針」が改正され、市町村の役割として、「経済的イン

センティブを活用した一般廃棄物の排出抑制や再生利用の推進、排出利用に

応じた負担の公平化及び住民の意識改革を進めるため、一般廃棄物処理の有

料化の推進を図るべきである。」との記載が追加された。一般廃棄物処理の

有料化が推進されるべきことであると法律で明確化されたことにより、以降

は一般廃棄物処理の有料化を実施する自治体が増えていった。環境省（ ）

の一般廃棄物処理実態調査によると、 年から 年にかけて、家庭系
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可燃ごみ、不燃ごみの有料化を実施するようになった自治体の割合がそれぞ

れ ％から ％、 ％から ％へと増加している。環境省（ ）

の「一般廃棄物処理有料化の手引き」によると一般廃棄物処理の有料化には

おもに以下の つの役割が期待されている。１）排出抑制や再生利用の促進、

）公平性の確保、３）住民や事業者の意識改革である。以上の つの効果に

ついて、以下もう少し詳しく記載する。

）は、一般廃棄物処理を有料化することにより、住民に対して費用負担を

軽減しようとするインセンティブ（動機付け）を持たせ、一般廃棄物の排出

量の抑制を期待するというものである。また、可燃ごみや不燃ごみと比較し

資源ごみの処理手数料を低額に抑える、または無料とすることで、つまり処

理方法により手数料に差を設けることで、分別の促進及び資源回収量の増加

をすることも期待できる。

）についての説明は以下の通りである。住民の中にはごみを沢山捨てる人

とあまり捨てない人がいるが、税収のみを財源とした一般廃棄物処理事業で

は、ごみ処理サービスの多寡に応じて住民の間で費用負担に差をつけること

ができない。更に、住民登録地と実際の居住地が異なる場合等、納税してい

ない市町村の一般廃棄物処理サービスを受ける場合にも不公平感が生まれる。

排出量に応じて手数料を徴収する有料化政策を利用することで、そうした費

用負担の不公平性を解消することができるようになる。

）についての説明は以下の通りである。有料化政策の導入によって一般廃

棄物の排出機会や排出量に応じて費用負担が発生することになり、また市町

村が住民や事業者に対する一般廃棄物処理費用等に関する説明の必要性も増

大するようになるため、住民や事業者が処理費用を意識するようになり、廃

棄物排出に関わる意識改革につながることが期待される。その結果、最終的

には、住民も、簡易包装製品や詰替製品など廃棄物の発生が少ない商品を選

択するようになったり、不用・不急の商品購入を抑制するようになったり、製

品の再使用を促進するようになる。一方、事業者の方にも、分別の徹底、再

利用の促進などによる発生抑制を行うことが期待できる。一般廃棄物処理の

有料化により徴収された手数料の使い道は、排出抑制の推進、再生利用の推

進、住民意識の改革に資するものとされている。家庭ごみの有料化について

の研究は数多くされている。碓井 や都築・横尾ら は家庭系ご

みの有料化にごみの排出量を抑制する効果があったことを明らかにしている。

一方で、家庭ごみの有料化によるごみの排出量の抑制の効果が一時的なもの

にとどまり、再びごみの排出量が増加するリバウンド効果が生じているとの

懸念も述べられている。碓井 の研究では、リバウンド効果の存在を確

認したのに対して、丸山・深谷ら の研究では、有料化によるごみの抑

制効果は時間とともに強められるとする結果が得られており、リバウンド効

果については、今後更なる検証の必要があると思われる。
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6.2.3 リサイクルに関する法律

・循環型社会形成推進基本法

循環型社会形成推進基本法は、循環型社会を構築するにあたっての国民、

事業者、市町村、政府の役割を規定した法律であり、 年 月に施行され

た。循環型社会とは、廃棄物をゴミとするのではなく資源とすることで天然

資源の消費を抑制し、環境への負荷をできる限り減らすことを目的とする社

会のことである。同法では、特に、事業者・国民の「排出者責任」の明確化や

生産者が自ら生産する製品等が使用され廃棄物となった後まで一定の責任を

負う「拡大生産者責任」の一般原則を確立している。また、循環的な利用が

行われる物品と処分が行われる物品を「廃棄物等」とし、廃棄物等のうち有

用なものを「循環資源」と位置づけ、その循環的な利用を促している。法律

では、処理の優先順位が初めて法制化され、１）発生抑制、２）再使用、３）

再生利用、４）熱回収、５）適正処分という優先順位となっている。

・資源有効利用促進法

資源有効利用促進法は「再生資源の利用の促進に関する法律」を一部改正

し、 年 月に施行された。同法は、循環型社会を形成していくために必

要な （リデュース・リユース・リサイクル）の取り組みを総合的に推進す

るための法律である。特に、事業者に対して の取り組みが必要となる業

種や製品を政令で指定し、自主的に取り組むべき具体的な内容を省令で定め

ることとしている。具体的には、 業種・ 品目を指定して、製品の製造段

階における 対策、設計段階における の配慮、分別回収のための識別

表示、事業者による自主回収・リサイクルシステムの構築などが規定されて

いる。

・容器包装リサイクル法

家庭から排出されるゴミの量の約２～３割、容積で約６割が容器包装廃棄

物であるとされている中で（経済産業省 年度）、容器包装である、ペッ

トボトル、ビン、ガラスの利用を削減し資源の有効活用を図るために容器包

装リサイクル法が 年に導入され、 年 月に完全に施行されている。

容器包装リサイクル法の具体的な施行内容は、消費者の分別排出義務、市町

村の分別収集義務、事業者が再商品化を行うことを定めている。消費者、市

町村、事業者の３者の役割分担を定め、３者が一体となって容器包装廃棄物

の削減に取り組むことが要求されている。また、他にも一般家庭や事業所か

ら排出された廃家電（エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥

機）を小売業者が収集・運搬し、製造事業者等が有用な部品や材料をリサイ

クルすることにより、最終的に埋め立て処分される廃棄物の量を減らすとと

もに、資源の有効利用を促進するための法律である「家電リサイクル法」、使

用済小型電子機器等の再資源化事業計画を主務大臣が認定することで、レア

メタル等の有用な資源の再資源化を促進する法律である「小型家電リサイク

ル法」、食品の売れ残りや食べ残し、製造・加工・調理の過程において生じた
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くずなどの食品廃棄物の発生抑制と再生利用のために、食品関連事業者など

が取り組むべき事項を規定した法律である「食品リサイクル法」、自動車所有

者、使用済み自動車の引取業者、フロン回収業者、解体業者、破砕業者、自

動車メーカーなどの役割分担を明確にし、使用済み自動車から発生するシュ

レッダーダスト・エアバック類・フロン類のリサイクル・適正処理を図るこ

とを目的とした法律である「自動車リサイクル法」などが、関連リサイクル

法としてある。

6.2.4 先行研究

碓井（ ）は、被説明変数に一人一日あたりリサイクル量を用いて、重

みづけ最小二乗法によってリサイクル量の決定要因を分析している。分析の

結果、ごみの総排出量が ％増加することにより、リサイクル量が ％増

加することを示している。一方、従量制有料化の効果を計る変数である指定

ごみ袋の価格については、ごみ袋の価格が ％の上昇することでリサイクル

量が ％増加することを示している。また、リサイクルのしやすさを表

す変数である資源ごみ分別数が一品目増加することによって、リサイクル量

が ％増加すること、資源ごみ収集頻度が週一回増加することでリサイク

ル量が ％増加すること、資源ごみ回収助成金が トン当たり 円増加

することによって、リサイクル量が ％増加すること、一人当たり所得が

％増加することによって、リサイクル量が ％増加すること、人口密度

が 増加することでリサイクル量が 減少すること、一人当たり事

業所数が ％増加することでリサイクル量が ％減少することを明らか

にした。碓井（ ）の研究では、容器包装リサイクル法制定以前のデータ

を用いて分析が行われているので、法律施行後のデータを用いた本研究では

異なる結果が得られる可能性がある。

和田・児玉（ ）は、生活系ごみの有料化実施都市である全国 市を

対象にアンケート調査を実施した。そして、 市の結果をもとに生活系ご

み有料化導入から現在までの制度運用を把握分析し、有料化の導入と制度変

更が生活系ごみの排出量およびリサイクル率へ与える影響を考察した。単純

従量制および指定袋方式を採用している市が大半を占めており，各都市にお

いてごみの減量化を促すには住民意識の向上，負担の公平化が必要であると

論じている。また、有料化の導入が生活系ごみの排出量を減少させ，リサイ

クル率の向上をもたらすことを示した。更に、手数料が増加すると生活系ご

み排出量が減少することも示した。謝楊・新熊（ ）は、ごみ分別回収ア

プリである アプリの導入が資源ごみの分別を促進する効果

について検証している。同アプリは杭州市余抗区内の一部の地域にのみ導入

されているので、同市在住でアプリが利用可能な世帯グループとアプリが使

用できない世帯グループの間でリサイクル率に差がみられるかどうかを、ア
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ンケート調査により検証した。その結果、アプリを利用する前に分別率が低

かった人（分別率 ％～ ％）がアプリを利用することで分別率を引き上

げたこと、分別をほとんどしない人の多くがアプリ未使用者であること、ア

プリ導入以前に分別率が ％～ ％の住民に対しても分別の促進効果があ

ることを明らかにしている。ごみ分別回収アプリの導入は、分別率が低水準

であった住民を中心に、分別行動の促進効果をもたらすと結論付けている。

6.3 データ概要

6.3.1 使用するデータ

本研究に使用するリサイクル率のデータは、環境省（ 年度）の一般廃

棄物処理実態調査から収集した。また、リサイクル率に影響を及ぼす可能性

があるものとして、日本全国の の市ごとの特性である「人口」、「男性人

口の割合」、「平均世帯人数」、「高齢者（ 歳以上）の割合」、「外国人の割

合」、「人口密度」、「財政力指数」の数値をもとめるために、 政府統計

の総合窓口市区町村データ（総務省 年度）から日本全国の の市

の人口、男性人口、世帯数、高齢者（ 歳以上）数、外国人数、可住地面積

（ ）、財政力指数を収集した。以上のデータがすべて揃っている最新の年が

年であったため、以下の分析には 年のデータを使用する。収集し

たデータの年に合わせて、リサイクル率も 年のデータを使用している。

男性人口の割合は「男性人口 人口」、平均世帯人数は「人口 世帯数」、高齢

者の割合は「高齢化人口 人口」、外国人の割合は「外国人人口 人口」、人口

密度は「人口 可住地面積 」で求めている。財政力指数は、地方公共団

体の財政力を示す指標として用いられる指数であり、基準財政収入額を基準

財政需要額で除した数値である。この指数が高いほど財政に余裕があること

を示している。

また、自治体ごとのごみの回収に関することがリサイクル率に影響を及ぼ

すのかを調べるために、中国地方・関東地方の の市ごとの「ごみの分別

数」、「ごみの分類数」、「可燃ごみの指定袋の有無」、「可燃ごみの指定袋の値

段」、「資源ごみの指定ごみ袋の有無」、「資源ごみ回収奨励金の有無」のデー

タを生活ガイド （ 年度）のみんなでつくる地域応援サイトから収集

した。こちらの分析には 年のリサイクル率のデータを使用している。な

お、リサイクル率は以下のように算出されている

リサイクル率 （ 直接資源化量 中間処理後再生利用量 集団回収量 ご

み処理量 集団回収量 ）

次に、ごみの分別数、分類数の数え方について説明する。例えば、可燃、不

燃、資源ごみ 缶、無色びん、茶色びん、その他のびん、新聞紙 、粗大ごみ

の場合、分別数は可燃、不燃、資源ごみ、粗大ごみの「４」、分類数は可燃、
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不燃、缶、無色びん、茶色びん、その他のびん、新聞紙、粗大ごみの「８」と

カウントする。また、可燃ごみの指定袋の値段については、各自治体で販売

されている一番大きいサイズのゴミ袋の 枚当たりの値段を、そしてごみ袋

の指定のない自治体についてはごみ袋 枚当たりの値段を 円として、デー

タセットを作成している。可燃ごみの指定ごみ袋が有る自治体は のうち

、資減ごみの指定ごみ袋が有る自治体は のうち であった。資源ご

み回収奨励金の有る自治体は のうち であった。中国地方・関東地方

において最もリサイクル率が高かったのは、神奈川県鎌倉市の ％、最も

リサイクル率が低かったのは、群馬県みどり市の ％であった。表 にごみ

の分別数、ごみの分類数、可燃ごみ袋の値段に関する記述統計、表 に説明

変数の定義を示している。

6.3.2 分析方法

上記の手順で作成したデータセットを使用して、各自治体のリサイクル率

を説明変数とするフラクショナル回帰分析による推定を行う。市ごとの特性

によるリサイクル率の影響を分析する説明変数には、「人口」、「男性人口の

割合」、「平均世帯人数」、「高齢者（ 歳以上）の割合」、「外国人の割合」、

「人口密度」、「財政力指数」を用いる。また、ごみの回収方法によるリサイ

クル率の影響を分析する説明変数には、「ごみの分別数」、「ごみの分類数」、

「可燃ごみの指定袋の値段」、「可燃ごみの指定袋ダミー」、「資源ごみの指定

ごみ袋ダミー」、「資源ごみ回収奨励金ダミー」を用いる。 つのダミー変数

である可燃ごみの指定袋ダミー、資源ごみの指定ごみ袋ダミー、資源ごみ回

収奨励金ダミーは、有る場合に 、無い場合に としている。
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6.4 分析結果

各変数の変化がリサイクル率に及ぼす限界効果を、表 と表 に示した。

表 と表 の結果から、男性人口の割合、高齢者人口の割合、財政力指数、

ごみの分類数、可燃ごみの指定袋の値段が高いほど、リサイクル率が高くな

る傾向が確認できる。求めた限界効果によると高齢者人口の割合の ％の上

昇がリサイクル率を ％上昇させる。高齢者は働いている人などの若い人

と比べると家にいる時間が多くあるため、ごみの分別により多くの時間を取

ることができリサイクル率が高くなると思われる。

財政力指数の 単位の上昇はリサイクル率を ％上昇させる。容器包

装リサイクル法の制定により自治体にごみの分別収集義務が定められている。

ごみの分別数や収集回数が多くなるほどリサイクル率が高くなることを碓井

（ ）が明らかにしているが、ごみの分別数や収集回数を多くするために

は、手間が多くなりコストがよりかかることが予想されるため、財力に余裕

のある有る自治体ほどリサイクル率が高くなると思われる。しかし、財政力

指数が高い自治体ほどごみの分別数や収集回数を増やす可能性があり、政策

が内生的に決定されているかもしれない。政策変数の内生性については、本

研究では調べていないので、今後調べる必要がある男性人口の割合は、 ％水

準で有意となり、男性人口の割合が ％上昇すると、リサイクル率が

％上昇する。女性人口の割合が高いほどリサイクル率が高くなると予想して

いたため、この結果は予想に反する結果となった。予想に反する結果になっ

たのは、説明変数に男性人口の割合を置いたことが問題だったのではないか

と考えた。男性人口の割合を見るだけでは、男性と女性が一緒に暮らしてい
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ることを考慮しておらず、男性と女性の行動の違いを分析するには不適切で

あったと思われる。より男女間での違いを明らかにするためには、男性と女

性のそれぞれの一人暮らしをしている世帯数を調べ、男性の一人暮らしの世

帯数の割合を説明変数におくとより正確な結果が得られるのではないかと考

えた。このことは、今後検証していく必要がある。

ごみの分類数は、 ％水準で有意となり、ごみの分類数が 種類増加するこ

とでリサイクル率が ％上昇する。ごみの分類数を増加させるにしたがっ

て、より多くのごみが資源ごみとして回収される可能性が高まるため、リサ

イクル率が増加すると考えられる。可燃ごみの指定袋の値段は ％水準で有

意となり、ごみ袋の値段が ％上昇することでリサイクル率が ％上昇す

る。可燃ごみの指定袋の値段が高くなればなるほど、古紙やプラ容器など多

くの自治体において無料で資源ごみとして出せるものを有料のごみ袋に捨て

るのはもったいないという気持ちが働くようになりより丁寧に分別するよう

になりリサイクル率が上昇したと思われる。一方で、人口が多く、人口密度

が高く、可燃ごみの指定袋が有る自治体でリサイクル率が低くなるという結

果が得られた。

人口は、 ％水準で有意となり、人口の ％の上昇が ％リサイクル率

を減少させることが示されている。また、人口密度は、 ％水準で有意とな

り、人口密度の ％の上昇がリサイクル率を ％減少させている。これ

らのことは、密度が高くなればなるほどリサイクルのために資源ごみを保存

しておくスペースを確保するのが邪魔になるため、資源ごみを可燃ごみとし

て捨てている可能性があり、リサイクル率が低くなると考えられる。

可燃ごみの指定袋の有無は、 ％水準で有意となり、指定のごみ袋が有る

自治体の方が無い自治体よりもリサイクル率が低いことが示されている。可

燃ごみ袋の値段が高くなるほどリサイクル率が高くなるという結果と合わせ

て指定ごみ袋が有る自治体の方がリサイクル率は高くなると予想していたた

め、予想に反する結果となった。この結果について、指定袋の有無だけで分

けたことが予想に反する結果になったことにつながっていると考えた。ひと

まとめに指定袋といっても、 枚当たりの値段が 円、 円、 円、 円

のように安い自治体もあれば、高い自治体もある。指定ごみ袋が 枚当たり

円の自治体では、ごみ袋の値段を気にしてごみを捨てているとは考えにく

い。そのため指定ごみ袋の有無の二つに分類するのはあまり適切ではなかっ

たと思われる。ごみ袋の値段の価格帯をいくつかに分けて、リサイクル率へ

の影響を分析すると、どの価格帯から値段を意識してごみを捨てるのかが分

かるかもしれないので今後検証していく必要がある。また、同時に何円から

ごみ袋の値段を気にするのかというアンケート調査を実施するより正確な結

果が得られると思われる。

「ごみの分別数」、「ごみの分類数」、「可燃ごみの指定袋の有無」、「可燃

ごみの指定袋の値段」、「資源ごみの指定ごみ袋の有無」、「資源ごみ回収奨励
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金の有無」に関しては対象の地域を中国地方・関東地方のすべての市として

いるので、日本全国のすべての市を対象として分析すると、より正確な結果

が得られる可能性がある。また、本研究とは異なる結果が得られるかもしれ

ない。

6.5 考察

前章で男性人口の割合、高齢者人口の割合、財政力指数、ごみの分類数、

可燃ごみの指定袋の値段が高いほど、リサイクル率が高くなる傾向があるこ

とが分かった。しかし、リサイクル率を上昇させるために、市ごとの特性で

ある男性人口の割合、高齢者人口の割合、財政力指数を変化させることは現

実的な政策であると思われない。一方で、可燃ごみの指定袋の価格、ごみの

種類数の分析結果は、リサイクル率を上昇させるためのヒントになっている

と思う。可燃ごみの指定袋を導入することでリサイクル率を向上させること

が期待できる。また実際に、可燃ごみ袋の指定袋の価格が高い自治体ほどリ

サイクル率が高くなるという結果が得られている。単純に考えると、全ての

自治体で指定ごみ袋の値段を導入すればリサイクル率が上昇すると考えられ

る。しかし、そんなに簡単な話しでは無いと思われる。そもそも一般廃棄物

処理の有料化が推進されるべきことが法律で明確化されているのに何故有料

化が導入されていないのか調べる必要がある。また、指定ごみ袋の値段をい

くらに設定するが適正なのか定めなければならない。安すぎると期待される

効果が得られないかもしれないし、高すぎると住民の負担が増えて反対が起

きる可能性がある。現在指定ごみ袋が導入されている自治体を価格帯に分け、

地域ごとの特性も合わせて分析することでより各自治体に合った適正な価格

を調べることができ、より効果のある価格で指定ごみ袋の導入ができる可能

性がある。

また、ごみの回収時の種類数が多いほど、リサイクル率が高くなっている

ことから、リサイクルをするにはより細かい分別が重要であることが分かる。

しかし、すべての自治体で細かく分けてごみを回収することは、施設の設備

能力やコストを考えると、現実的な方法ではないように思える。現在各自治

体で設定されている分別数の中で、より適切に分別廃棄することがリサイク

ル率を向上させるというのが現実的な方法だと思われる。そのために、住民

に対してもっと分別の徹底を呼びかける必要がある。多くの自治体がごみカ

レンダーやごみの出し方のパンフレットに分別方法を記載しているが、分別

に関する意識付け強化するために、より目立つような記載することが必要か

もしれない。また、廃棄物の分別では、分別作業をどれだけ習慣化させるこ

とができるかが重要になってくる。そのため、小学校の授業でごみの出し方

や分別についての特別授業を実施するなどして、分別習慣を小さいころから

習慣化させることが必要かと思われる。
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ここまで自治体のデータベースを用いて、リサイクル率に影響を及ぼす要

因について分析してきたが、結局のところは一人一人のリサイクルに対する

意識が 番大切なことだと思える。私は現在川崎市に住んでいるが、川崎市

ではプラスチック製容器包装（トレイ・カップ麺などの容器・ペットボトル

のキャップ・スナック菓子などの袋のこと）は普通ごみとは分別して、廃棄

するように指示されている。しかし、私はつい最近までプラスチック製容器

包装を回収していることを知らずに、普通ごみとしてごみに出していた。ま

た、プラスチック製容器包装を回収していると知った後でも、プラスチック

製容器包装は容器や包装に付いた汚れを綺麗にして出す必要があるため、面

倒に感じそのまま普通ごみとして出していた。きっと私と同じような人は数

多くいると思われる。そのような人を一人で多く減らすことでリサイクル率

の上昇につながるはずである。
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髙橋 知里

要約

畜産が環境に及ぼす負荷はしばしば議題になるが、世界中で実際にどれほ

どの食肉が消費され、その結果どれだけの環境負荷が引き起こされているのに

ついては十分な調査がなされていない。本研究では、エコロジカル・フットプ

リントの観点から カ国の牛肉・豚肉・鶏肉・大豆における

を算出し、畜産による温室効果ガスを評価した。推計結果は、家畜の生産・

消費が大きな環境負荷をもたらすとともに、高所得国と新興国で特に肉牛の

生産において、カーボン排出量に大きな差が生ずることが確認された。

キーワード：エコロジカル・フットプリント 畜産 ファストフード 地球

温暖化

7.1 序論

地球温暖化の進行とともにアマゾンでは火災の発生件数が増加している。

その火災の原因は天災ではなく人為的なものだと言われており、先進国の「工

業型畜産」が一つの原因だといわれている。（ ）家畜の

ための穀物を生産するため、或いは、家畜を放牧するため、アマゾンの森林

伐採と焼き畑の多くが行われているためである。

また、外食産業やファストフードの普及などにより、肉類の消費量は年々

増加傾向にある。欧州連合（ ）の共同研究センターが主導した調査（

）では、食料の生産・消費・廃棄に至るまでの食料の流れが追跡されて

いるが、世界中で人為的に排出される温室効果ガスの 分の は「食」に関

係していると報告されている。

温室効果ガスの中でも、環境に大きな影響を与えるのはメタンであり、

の第５次評価報告書によると、その地球温暖化への寄与度は同じ量の二酸化

炭素の 倍にもなるという。メタンの人為発生源としてのひとつに家畜（牛
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や羊などの反すう動物）のゲップがあげられている。 年に始まった国連

気候変動枠組み条約締約国会議（ ）の第１回会合で「ゲップは地球温暖

化の要因」と指摘されてから、世界各国が家畜のゲップ対策に取り組むよう

になった。

マイクロソフト社の共同設立者として著名なビル・ゲイツが、テクノロジー

情報誌「 」のインタビューで、「先進国はみな人工

ビーフに移行すべきだ」と強く訴えたことが話題になった（ナゾロジー ）。

彼がこのように主張するのは気候変動を止めるためであり、現時点で世界の

食肉産業の１％にも達していない人工肉を採用する国が増えれば、温室効果

ガスの排出量を減らすことができると考えているためだ。

このように、「畜産と地球温暖化問題」はとても密接な問題ではあるもの

の、実際に私たちの食肉の消費がどれだけの環境負荷をもたらしているかは

良く知られていない。こうした背景を踏まえて、本卒業論文では地球の環境

容量を測る指標であるエコロジカル・フットプリントを用いて、畜産が引き

起こす地球温暖化問題について調べることとした。

本研究を進めるにあたり、ここではじめにエコロジカル・フットプリント

について説明をする。エコロジカル・フットプリント・ジャパン（ ）によ

れば、エコロジカル・フットプリントとは、 人間の活動が地球環境にどれく

らい負荷をかけているかを示す指標 である。特定の経済システムに流入して

流出していくエネルギーと物質の流れ（フロー）を明らかにし、このフロー

を面積に変換することで環境負荷を表す分析手法である。指標の数値が大き

いほど環境に与える負荷が大きいことを意味する。

本稿の構成は以下の通りである。まず第２章の背景説明では、エコロジカ

ル・フットプリントの観点から、私たちがどれほど環境負荷のある生活をし

ているかという現状について述べ、牛の飼育による環境への影響について説

明する。併せて、先行研究の内容を消化し、本研究の独自性についても述べ

る。続く第３章では、本研究に用いたデータの概要、第４章では分析方法と

結果を報告する。最後に第５章では、まとめと考察を行う。

7.2 背景

7.2.1 現状

実質的に利用のしようのない未開地を含めたとしても、生態学的生産力の

ある土地は現在でも地球上に一人当たりわずか ヘクタールしかない（エ

コロジカル・フットプリント ）。更に、今後も予想通りに人口が増え続け

るとすると、 年には世界人口は 億人に達する。仮に、これ以上、土

壌浸食が進むことはないという楽観的な仮定おいたとしても、一人あたりに

割り当てられる生態学的生産性のある土地は ヘクタールに満たなくなる。



背景

一方で、地球上の土地や資源は平等に利用されているわけではない。例え

ば、平均的なアメリカ人は地球の恵みを公正に分けた場合の 倍にあたるエ

コロジカル・フットプリントで生活を送っている。つまり、地球上の誰もが

アメリカ人のような暮らしをするためには、地球が少なくとも つは必要だ

という計算になる。富裕層が持続可能な地球の生産力の公平割当分の 倍程

度を消費している一方で、世界の何十億もの慢性的貧困に苦しむ人々は基本

的ニーズを満たしていないというのが現状である。（和田ら ）

続いて、牛の放牧が環境破壊に与える影響について説明する。中村（ ）

は、牛の放牧が環境に与える影響として以下の つを挙げている。

影響① 熱帯林の減少

世界の森林は激しいスピードで減少を続けており、深刻な状態にある。こ

の 年間で 億 万ヘクタールの熱帯林が消失している。森林伐採と焼

畑農業がその主な原因だが、牛などの家畜の放牧地への転換も大きな要因と

なっている。熱帯林が少なくなれば、その地域の降水量が減るため、旱魃（か

んばつ）や砂漠化がもたらされる。

影響② 土地の砂漠化

現在、世界の放牧地面積は耕地面積の 倍にのぼっており、人口の増加と

ともに家畜数も年々増加している。食肉、牛乳、皮革、その他の畜産物に対

する需要の高まりによって、世界各国で過放牧が引き起こされている。過放

牧になると、つねにエサ不足の牛たちは食欲を満たすために、あちこちの牧

草を食い荒らすようになる。過放牧より、過去 年の間に世界の放牧地の

％が荒廃したと言われている。

影響③ 地球温暖化の促進

牛のゲップには温暖化の大きな原因となる温室効果ガスのメタンが多く含

まれている。また、牛はメタンを放出するばかりでなく、間接的に二酸化炭

素の発生にも加担している。今日の工業化された畜産は、大量の化石燃料を

エネルギーに使うことで支えられており、牛の飼料を生産するための化石燃

料の使用は大量の二酸化炭素を排出するからである。

7.2.2 先行研究

ここでは、畜産が環境に与える影響について調べた先行研究として、ハビャ

ンら（ ）、西上・柳沢（ ）の研究を紹介する。ハビャンら（ ）は、

畜産業から生じる環境問題と我々が地球温暖化と環境汚染の解決に貢献でき

る方法について述べている。同研究では、 ～ 年の 年間における

農業部門から発生した温室効果ガスのデータを比較するにおりに、温室効果

ガスの発生量に関する情報を農業の領域まで拡大して考察している。分析の

結果、農業は温室効果ガスの発生量の ％を占めていること、 年以

降の農業による温室効果ガスの発生量の変化要因を調べると、その発生量が
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％にも達していることを確認している。 年における大気中の二酸化

炭素量は 年の産業革命時より ％も増加しているという結果が得られ

ているが、牛肉生産によって発生する温室効果ガスの量はエンドウ豆の生産

による発生よりも 倍近く大きくなっており、牛肉の生産はエンドウ豆と比

べて、 倍もの土地利用が必要になることを報告している。こうした結果を

もとに、「動物製品の飲食を完全にやめるのはむりだとしても、肉や乳製品の

飲食を制限するだけで、我々は地球の環境汚染や温暖化を止めるために大き

く寄与することができる」と述べている。

西上・柳沢（ ）は、家畜牛の飼育が環境破壊ならびに温室効果に及ぼ

す影響について調べている。同研究では、牛の飼育とそれにかかわるエネル

ギー消費、過放牧と植生劣化、草地転換による森林破壊、畜産排泄物と水質

源汚染などの観点から、畜産による環境破壊の負荷と温室効果ガス発生への

影響に触れられている。途上国では、土地への還元が十分に行えていないま

ま家畜の排泄物が大量に排泄されているので、淡水資源が汚染されてしまう

ことを家畜牛の飼育の問題として挙げている。また、牛の飼育による の

排出では途上国の牛の飼育が世界全体の牛の飼育の ％を占めると報告して

いる。更に、牛の飼育に起因する 排出量は人為的な温室効果ガス負荷の

％、メタンは同 ％、 は同 ％に及ぶと報告している。筆者らは、

メタンについては、比較的寿命が短いため、大気中濃度安定化のための排出

削減必要レベルは ％と小さくて済むが、 と については、安定化

のために必用となる削減必要レベルがそれぞれ ％以上と ～ ％と大き

くなると試算している。そして、先進国・途上国を問わずに牛の飼育を全廃

したとしても、地球温暖化問題を解決するほどの効果は得られないと述べて

いる。一方で、地球温暖化対策には植林が重要な役目を果たすが、もし先進

国で牛肉消費を削減すれば、広大な放牧地に植林をすることが可能となるた

め、先進国の牛肉消費は間接的な地球温暖化対策になりえると述べている。

本研究では、エコロジカル・フットプリントの手法を用いて、世界各国の

畜産がどれほど環境負荷を与えているかを調べる。特に、牛肉、豚肉、鶏肉、

大豆の純消費量データを用いて、世界各国の を導くことと

する。筆者の知る限りそうした調査はこれまで実施されていない。

7.3 データ

本研究では、国際連合食糧農業機関（ ）が公開している 年から

年の カ国の牛肉・豚肉・鶏肉・大豆における生産量・輸入量・輸出量

データ、外務省が公開している各国の人口データを使用し、平均的な個人の

財の年間消費量を算出した。貿易量を補正した純消費量は生産量＋輸入量－

輸出量で求められ、各国の人口で除することにより一個人の財の年間消費量

を算出した。さらに、算出した一人あたり年間消費量については、
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のデータを使用し、各財の もしくは あたりの消費に必要と

なる を計算した。使用したデータの概要は付録に示した。

7.4 分析方法と分析結果

7.4.1 分析方法

前章でのデータを利用して、以下のエコロジカル・フットブリントの計算

手順に従い、各国の を求めた。

平均的な一個人の年間消費量（ ）の算出

各消費財 の純消費量を総人口で割る。なお、貿易量を補正した純消費

量は、生産量＋輸入量―輸出量で求められる。

消費財 の生産のために必要となる一人あたり土地面積（ ）の算出

先に計算した一人あたり平均年間消費量 を、その消費財の平均年間土地

生産性 で割る。

一人当たりエコロジカル・フットプリント（ ）の算出

全て（ 種類）の消費財を購入するため、収奪している生態系面積（ ）

の合計値を算出する。

∑

調査対象集団のエコロジカル・フットプリント（ ）の算出

一人あたりフットプリントに人口 ）を掛けることで、対象国、或いは、

対象地域全体のエコロジカル・フットプリントを計算する。

本研究では、このエコロジカル・フットプリントの計算手順を活用して、

を求めることとした。まず、前述した カ国について、

の牛肉・豚肉・鶏肉・大豆における生産量・輸入量・輸出量のデータからそ

れぞれの財の年間純消費量を算出した。このデータは、 年から 年

までの平均値とする。さらに各国の人口で割ることにより一人あたり純消費

量（ｔ）を求めた。この結果は以下の表 に示したとおりである。

次に、 のデータを使用し、各財の もしくは

あたりにかかる を求めた。牛肉・豚肉・鶏肉については

あたりそれぞれ 、 、 の

を求められた。ここでは、 ＝ として計算を行った。
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また、大豆に関しては あたり の となる。

この手順で求められた結果が、表 に示したとおりである。

7.4.2 分析結果

上記の の カ国の平均値は、牛肉、豚肉、鶏肉、大豆の順

に、それぞれ、 、 、 、

となった。この結果からも圧倒的に牛肉のカーボン排出量が多いことがわかる。

また、主に肉類は高所得国で消費されているので、高所得国と中・低所得国

でも数値に差が出るのではないかと考え、所得水準による違いについても調

査した。経済産業省の基準に従って、所得水準（一人あたり ）が
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ドル以上を高所得国、それ以下を中・低所得国（新興国）とする。 カ国の

分類としては、高所得国が日本・アメリカ・カナダ・フランス・ドイツ・イタ

リア・韓国・オーストラリア・ロシア・ポーランド・スペインの カ国であ

り、新興国がその他の中国・タイ・カザフスタン・ブラジル・メキシコ・南

アフリカ・ブルガリア・ルーマニア・ハンガリー・インドネシア・ベトナム・

ミャンマー・ボリビア・ウクライナ・セルビア・スロバキアの カ国となる。

高所得国の の平均値は、牛肉、豚肉、鶏肉、大豆の順に、そ

れぞれ、 、 、 、 と

なった。一方、新興国の平均値は順に、それぞれ 、 、

、 となった。従って、牛肉、豚肉、鶏肉に関し

ては、高所得国の が新興国の 倍から 倍となってい

る。一方、大豆に関しては僅かに新興国のほうが の数値が

大きくなっている。この結果からも、所得の増加とともに肉類の消費量も多

くなるということがわかる。

岡山県森林研究所によると、林齢 年のスギの人工林 本が 年に取り

込む量は約 だという。この結果を利用すると、高所得国の二酸化炭素

年間排出量を吸収するのに必要なスギの木は、牛肉、豚肉、鶏肉、大豆の順

に、それぞれ 本、 本、 本、 本であり、新興国でも順に、 本、

本、 本、 本となる。この差を見ていくと、牛肉、豚肉、鶏肉はそれ

ぞれ 本、 本、 本分が、新興国よりも高所得国のほうが二酸化炭素を吸

収するのに多く必要となり、大豆に関しては 本分新興国のほうが多く必要

となる。高所得国と新興国で必要となるスギの木の本数の差は、牛肉、豚肉、

鶏肉、大豆の順に、それぞれ 本、 本、 本、 本となっており、牛肉に

おいて最も差が大きくなった。

また、算出した をもとに、地理的な分布を図 から図

に示した。これらの図からわかるように、牛肉の の数値

は、他の豚肉・鶏肉・大豆に比べてばらつきが大きい。図は、高所得国に分

類されるオーストラリア・ブラジル・アメリカなど、特に牛肉の消費量が多

い国々で牛肉の消費量を抑えることができれば、大幅なカーボンの排出量の

削減が期待できることを示している。一方で、豚肉・鶏肉・大豆に関しては、

国による消費量と環境負荷の差は比較的少なく、環境負荷の大きさも牛肉の

半分以下であることがわかる。このように、牛肉の消費が環境に与える影響

は大きいので、牛肉の消費を他の肉や大豆などに代替できれば、持続可能な

地球へと一歩近づくことができるはずである。

7.5 まとめと考察

本研究では、エコロジカル・フットプリントの分析手法を用いて カ国の牛

肉、豚肉、鶏肉、大豆の消費にともなう を算出した。 カ国の
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まとめと考察

平均値は、牛肉、豚肉、鶏肉、大豆の順に、 、 、

、 となり、圧倒的に牛肉のカーボン排出量が多

いことがわかった。また、高所得国と新興国の間でも、 に

差があり、例えば、高所得国と新興国における年間二酸化炭素排出量を吸収

するのに必要なスギの木の本数の差は、牛肉、豚肉、鶏肉、大豆の順に、

本、 本、 本、 本となり、牛肉について最も差が大きくなった。

今回の研究結果から、家畜の生産・消費は大きな環境負荷をもたらすこと、

高所得国と新興国では特に肉牛においてカーボン排出量に大きな差が生まれ

ることがわかった。このことから、高所得国をはじめとする牛肉の消費量が

多い国々で、他の肉や大豆などに代替することで牛肉の生産量・消費量を抑

えることができれば、カーボンの排出量の大幅な削減ができると予想できる。

これらの結果から、カーボンの排出量の削減のための重要なポイントは、高

所得国を中心とする牛肉の消費が盛んな国々の環境問題に対する意識改革だ

と考えた。まず、肉牛の生産・消費にこれほどの環境負荷があるという事実

を私たちは重く受け止めるべきである。情報網が発達しており、食糧の供給

が比較的盛んな高所得国だからこそ、肉牛の生産・消費は大きな環境負荷を

もたらすということを広く発信したり、他の食肉や、大豆を原料としたフェ

イクミートを使用したり、外食を減らして自炊する日を増やしたりするなど、

環境負荷を減らすための行動として多くの選択肢がある。そのため、国をあ

げての環境保全のための取り組みだけでなく、一人一人の環境問題への意識

と行動の変化がカーボン排出量の削減に大きな影響を与えると考える。

また、家畜の大量飼育は、研究結果からもわかるように温室効果ガスを排

出するなどの理由で大きな環境負荷をもたらす。二酸化炭素などの温室効果

ガスを吸収するのには樹木が必要となるが、家畜の大量飼育のための土地の

一部を、植樹のために使うことも、持続可能な地球にするべく大切となるひ

とつの方法だと考える。外食産業やファストフードの普及は、私たちの生活

をより便利にしたが、その一方で、家畜の大量飼育や森林の破壊などによる

環境負荷をもたらすという事実を改めて実感した。 の取り組みが様々

な場面で唱えられているが、持続可能な地球を実現するべく、私たちは生活

の便利さを追い求めるだけでなく、環境問題へも意識を向けるべきだ。自分

のひとつひとつの行動が、環境破壊を促進するものにならないか、一度立ち

止まって考え、行動することが大切だろう。

今回の研究では、世界の各州の カ国を対象に分析を行ったが、サンプル

数を増やすことで、より正確な世界の の結果や、地域の食

習慣と環境負荷の関連性の有無などといった新たな発見を得られるもの予想

する。しかし、国際連合の専門機関のひとつである をもってしてもデー

タが不足しており、畜産と環境破壊に関しての世界の意識の低さを感じられ

た。データの不足は、この問題を解決するにあたってまず必要となる 現状を

知る ということができていないことの表れでもあると考える。また、環境負
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荷に関して研究をする際には、 だけでなく、土地や水など

他の項目についても考慮する必要がある。今後の研究においては、これらに

ついても言及することでさらに発展させることができるだろう。

参考文献

・マティース・ワケナゲル ウィリアム・リース エコロジカル・フットプ
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・毎日新聞 脱炭素へ牛のげっぷ「 割減」第一人者が明かす秘策とは

・ 温室効果ガス発生源、 分の は「食」に関係 研究

・

・ アマゾン火災と「工業型畜産」

付録： FAO dataの抽出

調査対象国

アジア州

中国、韓国、日本、ミャンマー、タイ、インドネシア、ベトナム、カザフ

スタン

アフリカ州

南アフリカ

アメリカ州

ボリビア、ブラジル、アメリカ、カナダ、メキシコ

ヨーロッパ州

ウクライナ、ルーマニア、ロシア、ブルガリア、イタリア、スペイン、フラ

ンス、

ドイツ、セルビア共和国、スロバキア、ハンガリー、ポーランド

オセアニア

オーストラリア

→ （生産量） （輸入量）

（輸出量）

→ （牛肉） （豚肉） （鶏肉）

（大豆）

→ （ 年から 年の平均の数値を用いる）

→

《 》

牛肉→ あたり の

豚肉→ あたり の

鶏肉→ あたり の

大豆→ あたり の





第8章 有害鳥獣対策費に被害状況

が与える影響の分析：千葉

県内市町村データを用いて

谷井 穂乃風

要約

日本全国の各市町村は有害鳥獣対策予算を立て、被害を最小限に抑えよう

と努力を続けている。本論文では、千葉県内の有害鳥獣による農作物被害に

焦点をあて、各市町村の対策費と捕獲数に、どのような要因が寄与している

かを検証した。重回帰分析の結果、対策費にはイノシシの被害額が、捕獲数

には対策費が主に影響を与えていることが確認された。また、財政力指数が

低い市町村ほど対策費が高くなっていることも確認された。

キーワード：有害鳥獣被害、対策費、捕獲数、重回帰分析

8.1 序論

筆者の住んでいる千葉県内を車で走っていると多くの野生動物が草むらや

物陰から顔を覗かせてくる。その姿を目撃するたびにインターネットで種名

を調べるのだが、必ず説明文と共に 有害鳥獣 という文言が付随して表示さ

れる。それを何度も繰り返すうちに有害鳥獣について興味を持つようになり、

有害鳥獣を卒業論文のテーマとして取り上げることとした。「有害鳥獣問題」

と聞けば、各人が何らかの動物を直ぐに頭に思い浮かべるくらい、この問題

は近年身近なものになってきている。実際にニュースや新聞に取り上げられ

る機会も増えており、日本全体でも対処が必要な問題として捉えられている

ことは間違い無いだろう。本論文では有害鳥獣による農作物被害に限定して

分析を進めていくが、実際のところ被害はそこに止まらず広範囲におよんで

いる。その例として真っ先に挙げられるのは、動物の道路飛び出しによる事

故である。筆者も北海道でドライブをしていた時に、シカが飛び出してきて

危うくぶつかりそうになった経験がある。北海道警察本部（ ）によると

昨年度のシカが関係する交通事故件数は 件にものぼっており、県全体を
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あげて対策に取り組んでいかなければならない課題として注意喚起が続けら

れている。一方、千葉県南部では中国原産のキョンという動物が夜中に大き

な声で鳴き、近隣住民に騒音被害を与えている。このように野生動物が人間

生活に与える被害は多岐にわたっており、被害者は頭を悩ませている。

しかし、野生動物自体に決して悪気があるわけではなく、もともとは人間

が野生動物の生活範囲に侵入していったこと、或いは、人間の都合で彼らを

近くに連れてきてしまったことが問題の発端である。「有害な鳥獣だ！」を叫

ぶ人間はそうしたことを忘れている気がしてならない。もちろんうまく共存

してくことが両者にとって最善なのは間違い無いが、現状ではそこまでの技

術はなく被害を与える動物を駆除するという方向が選択されている。それが

我々人間にとって 番手っ取り早い便利な対策だからである。本論文ではこ

の駆除に必要な対策費、そしてその対策によって捕獲できた有害鳥獣の頭数

にはどのような因子が寄与しているのかについて、千葉県内各市町村のデー

タを使用して分析をしていく。対策費の決定に寄与しているデータが分かれ

ば、補助金の決定の際に見るべきポイントがわかり、本当に有害鳥獣対策費

を必要としている地域に対策費を分配できるようになる。また、捕獲数に寄

与しているデータを分析することで、対策費を費やすことで捕獲数をあげる

ことができているかどうか、被害額が大きいところほど捕獲数は大きくなっ

ているのかどうかを確認できる。

本論文の構成は以下の通りである。続く第 章では全国的な有害鳥獣被害

と千葉県内における有害鳥獣による農作物被害の現状について述べ、先行研

究の内容を紹介する。第 章ではデータの概要を説明し、第 章ではデータ

を利用した推計方法と結果を報告する。そして第 章で分析結果をもとに考

察を行うこととする。

8.2 背景

8.2.1 有害鳥獣被害の現状

農林水産省（ ）によると 年度の野生動物による農作物被害金額

は 億円であり、前年度から 億円増加している。特に被害が大きいのは

全体の被害金額の約 ％を占める獣類による被害である（図 ）。

シカ、イノシシ、サルを中心とし、そのほかにもハクビシンやアライグマ、

タヌキなどの動物による被害が確認されている。獣類は畑を踏み荒らし作物

を食い荒らし、農作物に甚大な被害を与えることは周知の事実だろう。また、

有害鳥獣による被害というのは農作物被害金額に現れないところにも及ぶ。

獣類と車や列車との衝突事故、住宅の屋根裏への侵入などがその代表的であ

る。つい先日も神奈川県秦野市で野生のイノシシが住宅街やショッピングセ
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ンターに侵入し、複数人に噛み付くなど危害を加える事件が発生した。他に

も、農家の営農意欲の減退を招く、駆除や対策に割く時間が増大することで

農作時間が減少するなどの間接的な被害もある。

このような被害は昭和の頃から徐々に国によって把握されていたものの、

実際に積極的な対策が取られるようになったのは、 年 月 日に鳥獣

による農林水産業等に係る被害防止のための特別措置に関する法律（鳥獣被

害防止特措法）が施行されてからである。この法律で大きく変わった点は、

今まで農林水産省が被害防止施策の基本指針を作成し、県が事業計画を作成

していたのが、市町村が直接それぞれの事業計画を作成できるようになった

ところである。これにより、市町村ごとに被害状況にあった計画をより具体

的に立てられるようになり、必要なところに必要な分の補助金を届けられる

ようになった。その結果、被害防止計画を作成する市町村も急増し、全

市町村のうち被害防止計画を作成していた市町村は 年度には 市町村

しかなかったものが、平成 年度には 市町村にものぼるようになった。

（環境省 ）

8.2.2 千葉県内における有害鳥獣被害の現状

千葉県によると 年度の有害鳥獣による農作物の被害金額は 億

万円であり、前年度から 万円減少している（図 ）。 番被害を受けてい

る農作物は稲で 億 万円、次に野菜で 万円、 番目は果樹で

万円と続きこの つで全体の被害の約 ％を占める。 番大きな被害を与え

ている動物はイノシシで、その被害金額は 億 万円にものぼり全体の

被害金額の約 ％を占めている。次に多いのはカラスで 万円、その次
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に多いのは猿で 万円の被害金額が計上されている。他にもハクビシン

でとアライグマがそれぞれ 万円、シカが 万円と続くなど千葉県の

農作物に甚大な被害を与える有害鳥獣の種は多岐にわたる。特にイノシシの

被害は甚大であり、毎年千葉県内の被害金額のおよそ半分を占めている（図

）。また図 と図 を見比べると、千葉県内の被害金額全体とイノシシによ

る被害金額は同じようなトレンドで推移していることがわかる。

8.2.3 有害鳥獣による農作物被害の比較

千葉県と農林水産省それぞれのホームページに掲載されている鳥獣別農作

物被害金額のデータを使用し、 年度から 年度までの各鳥獣（イノ

シシ、シカ、サル、鳥類）の被害金額が全体の農作物被害金額に占める割合

の平均値を算出し、それぞれを千葉県と全国で比較したものを図 に示す。

図をみると、千葉県のイノシシによる被害の割合は全国と比較して飛び抜け

て高いということが分かる。また、東京都を除く関東 県（埼玉、群馬、茨

城、神奈川、栃木）それぞれのホームページに掲載されている 年度か

ら 年度までの有害鳥獣による農作物被害金額から平均値を算出し比較

したものを図 に示しているが、千葉県は関東地域で 番目に被害金額が大

きいことが確認できる。茨城県における被害金額のおよそ半数はカモによる

被害が占めており、獣類のみで比較すると被害金額が 番大きいのは千葉県

になっている。
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8.2.4 4千葉県における有害鳥獣被害対策の現状と問題点

有害鳥獣の対策方法は大きく以下の つに分けることができる。

①防除と駆除

柵やおりの設置と修繕、捕獲した鳥獣の処理等

②地域住民への広報活動

大型獣との事故防止のための看板の設置等

③有害鳥獣の研究・調査

効果的な対策に向けた研究・調査

主に千葉県では防除と駆除に力を入れて取り組んでいる。メインの対策方

法は電気柵と箱わなである。箱わなとは、有害鳥獣が好む餌を箱状のおりの

奥に入れ、それを食べようと動物が足を踏み入れた瞬間に入り口がしまって

出られないようにする装置のことである。ひどく原始的なやり方のように思

えるが、この方法が今現在でも主流で、有害鳥獣対策を実施しているほとん

どの市町村で導入されている。そのため、千葉県内の各市町村はこの箱わな

の購入や設置に多額の予算を当てている。このような有害鳥獣対策を実施す

るには免許が必要になってくる。網を使用する網猟免許やわなを使用するわ

な猟免許、銃を使用する銃猟免許が代表的な免許として挙げられる。わなを

設置するにも柵を設置するにも免許が必要になってくるため、有害鳥獣対策

においてこれらの免許保有者の存在は欠かせない。しかし免許保有者の多く
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は趣味として狩猟を楽しんでおり、有害鳥獣対策に全力を注いでいるという

人はそう多くない。各市町村は報奨金や助成金として猟友会や鳥獣被害防止

対策協議会に資金提供を行って活動を推進してはいるものの、わなによる狩

猟は高齢化が進む猟師にとって体力面でも金銭面でも大きな負担となってい

る。また総務省によると、わなの設置から捕獲後の処理までを通して協力す

ること自体が赤字になっている猟師も少なくないという。こういった理由か

ら猟友会頼みとなっている現状ではスピード感を持った対策は行えておらず、

その結果が図 に示したような被害額の高止まりを招いていると考えられる。

8.3 先行研究

田中（ ）は、愛媛県内各市町の鳥獣被害額がどういった因子と相関が

あるのかを確かめるために、 の相関係数を使用し、相関・回帰分析

を実施した。分析の結果、鳥獣被害金額と経営耕地面積、鳥獣被害額と耕地

放棄地面積、鳥獣被害額と広葉樹林面積、鳥獣被害金額と捕獲関連予算、鳥

獣被害金額と捕獲数の間に相関が認められたと報告している。

武山・九鬼（ ）は、和歌山県内各市町村へのアンケート結果をもとに

各市町村を「物理的防除優先型」「駆除優先型」「環境整備優先型」の つに

分類し、それぞれの対策を取っている市区町村の特徴と課題について分析し

た。その結果、「物理的防除優先型」の地域では耕作放棄地など土地利用の問

題が大きな課題となっていることがわかった。この問題には農家の人手不足

や高齢化が大きく影響していると思われるため、非農家の住民も自分ごとと

して捉えながら解決策を模索することが必要になってくると述べている。ま

た、「駆除優先型」の地域では狩猟者不足が大きな課題となっている。狩猟者

の多くは猟友会に所属しており、必ずしも駆除に協力してくれるとは限らな

い。さらに先の問題と同じように狩猟者も高齢化が進んでいる。そのため、猟

友会に頼りすぎるのではなく、しっかりと有害鳥獣の駆除を目的とした組織

を自治体が作ることが必要になってくると述べている。石井（ ）は、農

作物被害に対する解決策を大きく つ提起した。ひとつ目は （情報通

信技術）を活用して効率よく捕獲することであり、ふたつ目は捕獲した野生

鳥獣の食肉加工を推進していくことである。そして、これら つの施策を推

進していくためは、公民連携の促進が必要不可欠だと述べている。

これまで有害鳥獣に関する先行研究を読んでいく中で、田中（ ）のよ

うに農作物被害額に影響を与える要因についての分析は多々見かけたが、各市

町村が支出する実際の有害鳥獣対策関連費を用いた論文は見かけられなかっ

た。本論文では千葉県の各市町村から収集したデータを用いて、農作物被害

額だけでなく対策費という側面にも焦点を当てて分析を進めていく。
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8.4 データ

本研究に利用するデータは、３種類のソースより収集した。 つ目は、千

葉県 の有害鳥獣対策ページに掲載されている 年度ごとの被害状況 より

「鳥獣合計被害額」「イノシシによる被害額」「ハクビシン による被害額」の

データである。 つ目は、総務省統計局 に掲載されている 統計で見る

市区町村の姿 より「財政力指数」「人口」「農業従事者数」のデータである。

３つ目は、千葉県内全 市 町 村（浦安市を除く）に架電して得た「有

害鳥獣対策にかかった対策費」「捕獲数」のデータである。以下の分析には、

回答期日までに過不足なくデータを送付して貰えた 市町のデータを使用す

る。以上 項目の 年度から 年度までの 年間のパネルデータを用

いて分析を実施する。なお浦安市のデータは千葉県 に掲載されていない

ため除外している。データの詳細は以下の通りである。

①鳥獣合計被害額

各市町村の年度別鳥獣合計被害額データであり、 種類の鳥類、 種類の

獣類による被害額を含む。最大値は、 年度の鴨川市で 万 円、

最小値は 年度の白井市で 万 円である。その差は 万

円となり、同じ千葉県内でも被害額の差が非常に大きいことが分かる。地域

による被害額の差は図 の通りである。被害の多い地域は南半分に集中して

おり、この地域はイノシシによる被害が大きい地域と概ね一致する。鳥獣合

計被害額と対策費、捕獲数にはどのような関係があるのかを分析するために、

このデータを使用し、被害額が増えれば対策の必要性が増すため対策費と捕

獲数が増えると推測する。

②イノシシ被害額

獣類別被害額のデータから抜粋した。最大値は 年度の鴨川市で

万 円、最小値は である。千葉県でもっとも甚大な被害を与えているイ

ノシシの被害額と対策費、捕獲数にはどのような関係があるのかを分析する

ために、このデータを使用する。なお、イノシシによる被害額が増えると対

策の必要性が増すため対策費と捕獲数は増えると推測する。

③ハクビシン被害額

獣類別被害額のデータから抜粋した。イノシシよりも被害額は少ないもの

の、被害を与えている市町村の数は多い。最大値は 年度のいすみ市で

万 円、最小値は である。幅広い地域に被害を与えているハクビシ

ンの被害額と対策費にはどのような関係があるのかを分析するために、この

データを使用する。なお、ハクビシンによる被害額が増えると対策の必要性

が増すため対策費は増えると推測する。
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④財政力指数

財政力指数とは地方公共団体の財政力を示す数値で、基準財政収入額を基

準財政需要額で除して得た数値の過去 年分の平均値のことである。財政力

指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財政に

余裕があるといえる（総務省 ）。千葉県内での最大値は 年度と

年度の成田市で 、最小値は 年度の南房総市で となってお

り、市町村によって財政力の大きさは大きく異なる。財政力と対策費にはど

のような関係があるのかを分析するために、このデータを使用する。なお、

財政力指数が大きくなると有害鳥獣対策に費やせる費用が増加するため対策

費は増えると推測する。

⑤人口に占める農業従事者割合

各市町村の農業従事者数を人口で除して求める。最大値は 年度の長

南町で 、最小値は 年度の市川市で である。農業従事者割合と

捕獲数にはどのような関係があるのか分析するために、このデータを使用す

る。なお、農業従事者割合が大きいところほど有害鳥獣対策における当事者

意識が高くなるため捕獲数は増加すると推測する。

⑥対策費

千葉県 には掲載されていない各市町が独自に保有する年度ごとの「有

害鳥獣対策事業費」のデータを提出して貰った。大きく分けると対策費には

以下の項目が含まれている。

箱わな、電気柵などの備品の購入費

猟友会や鳥獣被害防止対策協議会への捕獲委託料、補助金

実際に駆除を実施した者への報奨金

それぞれの割合は市町ごとに異なっているが、 に 番多くの費用をかけ

ている市町が多かった。市区町村が直接備品を購入するのではなく、委託料

を払っている団体ごとに購入して設置するという事例が多いためである。最

大値は 年度の南房総市で 億 万円、最小値は 年度の銚子市

で 万 円である。同じ千葉県内でも鳥獣対策にかける費用にはなんと

億 万円以上もの差がある。被害額の最大値が約 万円だったことを

考慮すると、被害額の大きさ以上に各市町村では有害鳥獣問題を深刻に捉え

ているということがこのデータから読み取れる。また、多くの対策費を支出

している市町村ほど捕獲数は多くなると推測する。

⑦捕獲数

千葉県 には掲載されていない各市町が独自に保有する年度ごとの「捕

獲数」のデータを提出してもらった。本研究では鳥類の捕獲数を計上してい

ない市町村を考慮し、獣類の捕獲頭数に限定したデータを使用する。捕獲さ

れた獣類にはイノシシ、ハクビシン、アライグマ、タヌキ、シカ、キョンが
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含まれる。最大値は 年度の君津市で 頭、最小値は である。また、

捕獲数が多いところほど有害鳥獣対策に注力していると考えられるため対策

費は大きくなると推測する。各データの記述統計は表 に示した通りである。

8.5 分析方法と結果

8.5.1 対策費

はじめに、前章で説明した項目が対策費にどのような影響を与えるかを重

回帰分析により分析する。推計式は以下の通りである。

α β β β β β

左辺の被説明変数 は市町村 の 年度の対策費、右辺の説明変数

は前年度の鳥獣合計被害額、 は前年度のイノシシ被害額、 は

前年度のハクビシン被害額、 は前年度の捕獲数、 は財政力指数

である。なお、 は残差項であり、正規分布に従うと仮定する。上記の式を
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利用して求められた分析結果は表 の通りである。補正 は となり、

推計式は比較的高い説明力をもった。

分析の結果、財政力指数が ％水準で有意に、イノシシ被害額とハクビシ

ン被害額が ％水準で有意に、捕獲数が ％水準で有意となった。鳥獣合計

被害額からは有意な結果を得られなかった。また、財政力指数の係数がマイ

ナスを示したことから、財政力指数が低い市町村ほど対策費は高くなるとい

うことがわかり、仮説と真逆の結果となった。これは鳥獣被害が多い市町村

の財政力指数が低いためであると思われる。

8.5.2 捕獲数

次に前章で示した項目が捕獲数にどのような影響を与えるかを同じく重回

帰分析により分析する。推計式は以下の通りである。

α β β β β

左辺の被説明変数 は市町村 の 年度の捕獲数、右辺の説明変数

は対策費、 は鳥獣合計被害額、 はイノシシ被害額、 は農業従

事者割合である。なお、 は残差項であり、正規分布に従うと仮定する。上

記の式を利用して求められた分析結果は表 の通りである。補正 は

となり、推計式は比較的高い説明力をもった。分析の結果、イノシシ被害額

が ％水準で有意に、鳥獣合計被害額が ％水準で有意に、対策費が ％水

準で有意となった。農業従事者割合からは有意な結果を得られなかった。
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8.6 まとめと考察

本研究では、千葉県内各市町村の対策費と捕獲数にはどのようなデータが

影響を与えているのかについて分析した。まず、対策費には前年度のイノシ

シ被害額、ハクビシン被害額、捕獲数、当年度の財政力指数が影響を与えて

いることがわかった。イノシシ被害額、ハクビシン被害額、捕獲数の係数は

プラスの値を取り、第 章で筆者が立てた仮説通りの結果となった。鳥獣合

計被害額から有意な結果が得られなかったことから、単純に被害額が多いと

ころほど対策費に多くの税金を投入するわけではなく、イノシシやハクビシ

ンといった農家自身で捕獲することが困難かつ農作物以外にも被害を及ぼす

恐れのある動物対策に市町村は多くの費用をかけていると考えられる。さら

に前章でも少し言及したが、 章で立てた仮説とは反対に財政力指数の係数

がマイナスの値をとった。これは財政力の低いところほど有害鳥獣対策に費

用をかけているということである。イノシシの被害額が大きいと対策費は大

きくなるという結果をもとに 年度のイノシシ被害額が 万円を超え

ている 市（館山市、君津市、南房総市、いすみ市）の財政力指数を見てみ

ると、平均は となり全体平均値の を大きく下回る値となった。イ

ノシシ被害額が大きいところは千葉県内でも都市化が進まず、多くの自然が

残っている南側の地域が多く、財政力指数も低い傾向にある。そのため、少

ない財源の中で多くの対策費を捻出せざるを得なくなっていると考えられる。

国や県は単純に鳥獣合計被害額を見て補助金を分配するのではなく、イノシ

シ被害額が大きいところほど対策費が多くかかっている上に財政に余裕がな

いという現状を理解した上で対策費を分配する必要があるだろう。

次に捕獲数には、対策費、鳥獣合計被害額、イノシシ被害額が影響を与えて

いることがわかった。これは筆者が第 章で立てた仮説通りの結果となった。

被害額が多く、住人が有害鳥獣問題に対する当事者意識を持って捕獲に取り

組んでいるからこその結果だと考えられる。また、多くの対策費をかけてい

る成果がしっかりと捕獲数として現れていることがわかった。以上を踏まえ
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ると、千葉県の有害鳥獣対策問題の打開策は、各市町村の被害状況のより詳

細なところまで理解した上で対策を実施していくことだと筆者は考える。被

害額を見ているだけではわからない財政力や実際に使っている対策費の金額、

被害を与えている具体的な動物にまで理解を深めていかなければただ対策費

を増やしても解決には近づいていかない。詳細を理解した上で今後の対策を

進めていくべきである。最後に、本研究では千葉県内全ての市町村からデー

タを収集することができず、 市町に限定してしまったことによりデータの

偏りが出てしまったことが考えられる。この点は今後の研究課題としたい。
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第9章 新型コロナウイルス感染症

がプロバスケットボール業

界に与えた影響

馬場 光希

要約

年度から 年度の間に開催されたプロバスケットボール（Ｂリー

グ）の試合観客数の変化を調べることで、新型コロナウイルス感染症がＢリー

グの経営に及ぼした影響について調べた。試合会場付近の天気や チー

ムのシーズン最終順位をコントロールした上で、試合会場付近の 日当たり

新型コロナウイルス感染症の新規感染者数が試合観客数にどの程度の影響を

与えているかを重回帰分析により調べた。その結果、試合観客数が新型コロ

ナウイルス感染症の影響を強く受けていることや、 チームの最終順位

が観客数に強い影響を与えているということが分かった。

キーワード：観客数、新型コロナウイルスの新規感染者数、 チーム

の最終順位

9.1 はじめに

私は「横浜ビー・コルセアーズ」というバスケットボールのプロチームで

年 月からインターンシップ活動を行っている。バスケットボールのプ

ロリーグ（Ｂリーグ）では、実力やチームの規模に応じて、上から順に「 ・

・ 」のリーグに分かれている。その中でも横浜ビー・コルセアーズは現

在最上位の リーグに位置し、新しく 年シーズンに始動される

「新 リーグ」への参入を目指している。参入基準として、「入場者数平均

人以上・売上高 億円以上・ 席以上のアリーナ」などがあるのだ

が、現状どの基準も満たせていないため、スタッフが総出でこれらの参入基

準を満たすべく頑張っている。これらの参入基準の中でも平均入場者数の問

題は非常に深刻である。新型コロナウイルスの影響も受けて、近年来場者数

が減少してしまっており、どのような企画や対策を行えばお客様に来場して

もらえるか、社員の方たちも頭を抱えて悩んでいた。その様子を近くで見て
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いて、自身も何か役に立ちたいと考え、「どの程度来場者数が減少してしまっ

ているのか、その原因は何か、どのような対策をすればよいか」について調

べたいと思うようになった。

本研究では、 年度から 年度までに行われた の試合における

観客数、会場付近の新規感染者数、試合当日の天気などの情報を集め、新型

コロナウイルス感染症が観客数にどの程度影響を与えているかを重回帰分析

により調べた。また分析結果から、観客数に影響を与えるその他の要因につ

いても調べ、来場者がどのような思考に基づいて試合観戦に行くのかについ

て考察した。第 章では、 リーグ誕生の歴史や経営状況、さらには先行研

究などを述べ、第 章では、検証する仮説を立て、データの収集方法と分析

方法を述べる。第 章では分析結果を示し、第 章ではその分析結果をもと

に来場者の思考や今後行うべき対策まで記していく。

9.2 背景

9.2.1 Bリーグ誕生

リーグは 年に、「世界に通用する選手やチームの輩出」「エンターテ

イメント性の追求」「夢のアリーナの実現」という使命を掲げて誕生した

リーグ公式サイト 。その誕生は日本バスケットボール業界にとって大

きな歴史的進展だったが、簡単に実現することができたわけではない。

はじめに、 （ ）を参考に日本のバスケットボールの歴史

について紹介したい。バスケットボールは 年に大森兵蔵という人物に

よって、日本へ伝えられた。 年に早稲田大学・立教大学・東京商科大学

が共同で「全日本学生籠球連合」を結成し、全国各地で対抗戦が行われるよ

うになる。これによってバスケットボールというものが認知され、全国に広

がっていく。 年には本格的な「大日本籠球協会」が設立され、競技とし

てのレベルが上昇していくことになる。その大日本籠球協会が法人化され「財

団法人日本バスケットボール協会 」が 年に設立される。さら

に 年には「バスケットボール日本リーグ機構 」が新たに設立され

る 。 年から民間企業で組織されている実業団チー

ムが所属するリーグは存在していたが、 年に実業団リーグの中でも強い

チームが結集し、より事業性の高いリーグを目指した「 スーパーリーグ」

が誕生し、トップリーグとなった。しかし、 スーパーリーグは「プロ」の

リーグというよりも「強豪実業団」のリーグというイメージが強かった スポ

ジョバ 。その現状を嫌った「埼玉コロンブス」と「新潟アルビレック

ス」が 年に を脱退し、新たな「 リーグ」というリーグを設立す

ることとなった。その結果、日本の中に「 スーパーリーグ」と「 リー

グ」という つのトップリーグが存在し、互いに対立してしまうという事態
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が発生することとなった 。

年には「バスケットボール日本リーグ機構」が、 スーパーリーグ

のプロリーグ化を目指し「日本バスケットボールリーグ 」を設立し ス

ポジョバ 、さらに「財団法人日本バスケットボール協会 」

の略称が「 」となった。そんな中、 年には つのトップリーグの存

在が世界から問題視されることとなる。国際バスケットボール連盟 が

日本のトップリーグを つにするように提案した。この提案を受けて、

年に日本バスケットボール協会 が つのリーグと共に新リーグ設立

に向けた協議を始めた。こうした複雑な過程を経て 年に誕生したのが

「 」である。しかし、このリーグに参加したのは「 」のチームと「

リーグ」の中から チームのみで、とても統合したとは言えない結果となっ

てしまった。リーグ統一ができなかった日本に対して は 年に日

本代表チームの国際試合の出場資格の停止を命じた。この決定に大きな危機

感を抱いた日本は、サッカーのプロリーグである「 リーグ」を設立させた

川淵三郎氏を中心に、日本唯一のリーグにする「ジャパン・プロフェッショナ

ル・バスケットボールリーグ リーグ 」の発足を 年に発表したことで、

から国際試合出場資格停止の解除が認められることとなった。

9.2.2 Bリーグの有名選手

このような複雑な歴史を持つ リーグだが、リーグ発足後は様々な有名選

手が誕生している。その中でも現在活躍中で人気のある日本人選手を 名紹

介していく。まず現在 千葉ジェッツに所属している富樫勇樹選手である。

富樫選手は中学 年生で全国制覇を果たし、高校はアメリカのモントロス・

クリスチャン高校に入学し、ベンチからの出場が主だったが全米ランキング

位に貢献する（ ）。高校卒業後は 度日本の リー

グの秋田ノーザンハピネッツに入団し、新人賞を獲得する。その後 に

挑戦し、ダラスマーベリックスの傘下であるテキサス・レジェンズに入団す

る。怪我により の挑戦は幕を閉じたが、その後千葉ジェッツに入団し、

日本人初の 億円プレーヤーとなった。プロバスケットボール選手としては

非常に小柄であるが、スピードやシュート力、ドリブルを自由自在に操る能

力がどれも一級品であり、その能力を生かしアシスト王を 度受賞し、勝負

強さで千葉ジェッツを優勝へ導くなど、千葉ジェッツさらには日本代表でも中

心選手として活躍し続けている。 人目は現在 宇都宮ブレックスに所属し

ている比江島慎選手である。比江島選手は京都の名門である洛南高校に進学

し、全国 位を 年連続で成し遂げている（おりれぽ ）。その後、青

山学院大学に進み、大学の大会でも優勝し、またプロのチームに大金星をあ

げるなど当時から注目されていた選手であった。「比江島ステップ」と呼ばれ
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ている独特なリズムを武器に高確率にシュートを決めることができる比江島

選手は、青山学院大学を卒業後は当時のアイシンシーホース三河というチー

ムに入団し、シーズン を受賞したり、日本代表にも選出され、富樫選

手と共にエースとして代表を引っ張ったりと活躍していた。一度オーストラ

リアのリーグに参加するが、現在では宇都宮ブレックスの一員としてチーム

を優勝に導くなど現在でもトップレベルの活躍を続けている。 人目は現在

横浜ビー・コルセアーズに所属している河村勇輝選手である。まだ 歳

と若い河村選手は富樫選手と同様に小柄であるが、圧倒的なスピードと視野

の広さを活かした華のあるプレーで、福岡第一高校時代から注目されていた

選手である。その後東海大学に進学するが、大学を中退して横浜ビー・コル

セアーズに入団した。最近では日本代表にも選ばれたり、リーグでも今まで

の他を活かすプレーだけではなく自らが得点できるという姿を見せ続けてい

たりと、将来的に非常に期待されている選手である。

9.2.3 Bリーグの経営状況

様々な苦悩や選手の誕生の歴史がある リーグだが、実際に経営状態はど

のようなものになっているのか。 リーグ公式サイトの「クラブ決算概要」

の 年度から 年度を用いて考察していく。 リーグ全体の営業収入

の概要について改めてまとめたものが表 、営業費用の概要についてまとめ

たものが表 である。この表から営業収入は毎年増加し、それに伴って営業

費用も増加していることがわかる。一方、 リーグ全体では 年度から

年間、損失の方が大きくなっているという現状である。ここで今回注目した

のは、営業収入の中の「入場料収入」についてである。営業収入は毎年増加

しているのに対して、入場料収入は 年度から 年度にかけては増加

しているが、 年度から 年度、さらに 年度から 年度に関

しては大きく減少していることがわかる。つまり、実際に会場に足を運んで

試合観戦をしてくれている人が減ってしまっているということになる。この

要因を考えると、 年度と 年度以降の大きな違いとして「新型コロ

ナウイルス感染症」の拡大が挙げられる。今回の論文では入場料収入が減少

している事実が新型コロナウイルス感染症拡大の影響をどの程度受けている

のかを分析し、なぜ来場してもらえないのか、また来場者はどのような思考

を持っているのかについて考察していきたい。

9.2.4 Bリーグの新型コロナウイルス感染症対策

年度後半から猛威を振るっていた新型コロナウイルス感染症だが、こ

こでは同感染症に対して リーグが取った対策について紹介する。新型コロ

ナウイルス感染症によって リーグが最初に直接的な影響を受けたのは



背景



第 章 新型コロナウイルス感染症がプロバスケットボール業界に与えた影響

年度 年 月下旬である。 月下旬から 月 日までは試合が中止とな

り、 月 日からは無観客試合として再開された。選手や審判の健康状態を

考慮し、また世界最高峰のリーグであるアメリカの「 」で 月 日に

リーグの中断が発表されたことなどを受け、 月 日まで再度中止となった

（ ）。その後も、 年度や 年度のシーズンでは、チー

ム内で新型コロナウイルス感染症が拡大して試合が中止になることも少なく

なかった。バスケットボールという競技自体、ボールを回したり激しい接触

があったりと感染拡大の要因が多く存在する。私自身が指導していた中学校

のバスケットボールチームでも、ボールを触った後には必ずアルコール消毒

を行うことやハイタッチを禁止することや、接触は禁止で通常のバスケット

ボールをするなどの対策を取る必要があった。 リーグにおいても試合が再

開されてからも様々な対策が取られることになる。チームとしては一定間隔

で 検査を行い、身体接触を含むファンサービスを禁止、試合当日の体調

記録用紙の提出などを行っていた。また観戦時にはアルコール消毒やマスク

着用のお願いはもちろん、飲食の禁止や声を出しての応援の禁止、退場時に

混雑が発生しないよう規制退場の実施のほか、隣り合う 席を空けたチケッ

ト販売などが行われた。

9.2.5 先行研究

藤田ら（ ）の「コロナ禍におけるプロスポーツとオリンピックの観戦

スタイル：スポーツ観戦に関する新聞記事のテキストマイニング」を先行研

究として紹介する。この研究ではコロナ感染症による影響を受けたスポーツ

の観戦について新聞内容を分析することで、観戦スタイルの実態や今後の新

たなスタイルを提案している。筆者らはテキストマイニングと呼ばれる分析

方法を用いている。テキストマイニングとは計量的分析手法を用いてテキス

ト型のデータを内容分析する方法である。分析の結果、動画配信サービスな

どの や ・ などのテクノロジー関連の語を含む新たな観戦スタイ

ルについても報道されていることが分かった。また球場・スタジアムに新設

されたシートや設備の報道も多かった。無人化やオンライン観戦・ 観戦が

実証段階にあったが、コロナ感染症により直接観戦できないため、さらにこ

の取り組みが進んだ。今後はバーチャル空間でスポーツを観戦するスタイル

が定着していくかも知れない。そうした流れを進めていく際の問題としては、

システムやコンテンツの開発や空間の演出などに新たな設備投資が必要とな

ることである。 リーグにおいてもバーチャル空間での観戦スタイルをいち

早く開発し、実用化させることで、新たな付加価値の提供につながり、違っ

た形での入場料収入を生み出すことができるのではないかと考える。
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9.3 分析方法

9.3.1 検証仮説

本調査では つの仮説を立てた。 つめの仮説は、「新型コロナウイルス感

染症の新規感染者数が増加すると、観客数 来場者数 が減少する」というも

のである。この仮説が正しければ、観客が新型コロナウイルス感染症による被

害を危惧し、バスケットボール観戦を躊躇しているということがわかり、来場

してもらうために感染症対策をどの程度徹底すればよいかを考察することが

できる。 つめの仮説は、「感染者数の他にも観客数増減に影響を与えている

要因がある」というものである。具体的には、試合会場付近の天気や

チームの最終順位を取り上げ、その影響を分析することとした。天気が悪け

れば試合会場に行くことを躊躇うのではないか、また強いチームとの試合ほ

ど見に行きたいと考える人が多いのではないかと予想した。

9.3.2 データの項目と分析式

今回の分析では入場料収入を観客数 来場者数 と置き換え、観客数が新型

コロナウイルス感染症の影響でどの程度変動しているのかについて分析する

ことで、新型コロナウイルスの影響で入場料収入がどの様な影響を受けたか

を考察していく。しかし観客数の変動は、コロナウイルス以外の影響も受け

ているので、観客数の増減に影響を及ぼしそうなその他の要因についても考

慮することとする。また対象は規模が大きい チームのみとし、対象期間

は 年度から 年度までとする。被説明変数に「観客数」を置き、説

明変数に「試合会場付近の天気」「 チームの最終順位 年度ごとに変

動 」「試合会場付近の新型コロナウイルス感染症新規人数 日ごとに変動 」

を用いた。 を用いて、以下の式の重回帰分析を行う。なお、誤差項 につ

いては正規分布を仮定する。

観客数＝ チームの最終順位 新規感染者数 天気

9.3.3 データ取得方法と分析

次にそれぞれのデータ取得方法について述べる。まず観客数については、

バスケット （ 年）というサイトを用いる。サイト内の「スケ

ジュール」から観客数を知りたい試合を探し、「試合詳細」を押すと観客数を

見ることができる。この作業を上記で述べた対象期間中の試合すべてで行っ

た。その際に対象試合の「日付」「ホームチーム名」「アウェイチーム名」「観

客数」をそれぞれ調べた。さらに試合が行われた会場に関しても同ページに
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記載されているため、その会場がある都市を調べた。次に試合付近の天気に

ついては 天気というサイトを用いて調べた。サイト内の「過去の天気」

を押し、表示されている都市の中から、先ほど調べた試合会場がある都市に

番近い都市をクリックする。さらに試合が行われた日付まで遡ることで調

査した。天気がいいほうから順に「晴れ」「曇り」「雨」「雪」とし、このうち

どれか つを記録する。基本的に 日の中で 時、 時、 時とそれぞれの

時間帯の天気が記載されているが、 つ以上の時間帯で同じ天気の場合はそ

の天気のみを記入した。それぞれの時間で天気が異なっている場合、平均し

た天気を記入した。例えば 時は「晴れ」、 時は「曇り」、 時は「雨」と

いった日にちがあったとき、雲の状態を考えると 時は「雲なし」、 時は

「雲あり」、 時は「雲あり＋雨」という状態になるため、間を取り「曇り」

と記入することとした。また 時は「曇り」、 時は「雪」、 時は「雨」の

日があったとすると、同様の考えによりこの日の天気は「雨」と記入した。

続いて「 チームの最終順位」については、 リーグの公式サイトを用

いた。公式サイト内の「順位・成績」から上部に記載されている「順位」を

クリックすると、シーズンを選択することができる。入力した日付と

チームから、該当するシーズンとチームを探し順位を加えた。最後に「試合

会場付近の新型コロナウイルス感染症新規感染者数」については、 に

よる新型コロナウイルスの特設サイトを用いる。サイト内上部の「データで

見る」から「都道府県ごとの感染者数」を押すと、日本地図の中に感染者数

が記載されている図が表示される。その中から試合会場がある都市の都道府

県をクリックする。するとその都道府県の 日ごとの感染者発表数がわかる

グラフが表示される。そのグラフから対象の試合日の人数を調べた。

データの収集に関しては以上であるが、分析を行う前にさらに つの作業

を行う必要がある。 つめは天気をカテゴリカル変数として扱うために、ダ

ミー変数を作成することである。「晴れ」を基準として「曇り」のみを と置

いた列を作成する。同様に「雨」のみ、「雪」のみを と置く列を作成した。

つめはホームチームの固定効果を入れるために、ダミー変数を作成した。琉

球ゴールデンキングスを基準として、各チームを と置いた列をそれぞれ作

成した。上記の方法で作成したデータをフリーソフトである に読み込ませ

て分析を行った。分析に使用したデータの記述統計を表 に掲載している。
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9.4 推計結果

9.4.1 新型コロナウイルス感染症と観客数

重回帰分析を行った推計結果を表 に掲載した。コロナ新規感染者数の変

数についてはマイナスの符号が得られ、 水準で統計的に有意な結果が得

られた。従って、「新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は観客数 来場

者数 に影響を与えない」という帰無仮説は 水準で棄却された。

9.4.2 感染者数以外の観客数増減に影響を与える要因

表 を調べると、新型コロナウイルス感染症の新規感染者数以外にも観客数

に影響を与えている因子がある。 チームの最終順位は符号がマイナス

になり、 ％水準で有意になっている。従って、 チームが強い

チームを迎え撃つ時の方が、弱い チームと対戦する時よりも、ファン

が応援に駆け付けるようである。一方で天気に関しては、どれも強い説明力

を持たず、観客数に影響を与えている可能性は低いことがわかる。バスケッ

トボールは体育館の中で行われる競技であるためかと思われる。

9.5 考察

本研究の分析を通して、 チームのある地域の新型コロナウイルス感

染症の新規感染者数が増えると、観客数が減少する傾向があることが確認さ

れた。また、 チームが強い チームを迎え撃つ時の方が観客数

は増えるということも確認された。

この結果を用いて、来場者の思考について考察していく。まず感染症拡大

前に来場したことがある人やよく来場していた人が感染症拡大後に試合観戦

を避けている要因としては、単純に感染してしまうことを危惧していること

があげられる。会場に足を運んで応援する楽しさや選手を近くで見ることが

できる迫力などに対して、試合会場での感染や会場までの交通機関での感染

の危険性を天秤にかけたとき、感染の危険性を考慮して中継を家で見ること

を最適解としているのではないだろうかと考えることができる。一方で試合

を観戦しに行ったことがない人が、感染症拡大後に試合観戦に行かない要因

としては、そもそも試合を見に行くという考えを持っていない人やきっかけ

がないという人が多いのではないだろうか。新型コロナウイルス感染症の対

策として緊急事態宣言であったり蔓延防止措置であったりと、外出を自粛す

ることを求められ、私たちの中でそれが日常になってきた。そのためスポー

ツの試合を観戦しに会場へ行くという考えを持たない人も少なくないだろう。

では上記で述べた人たちがどのようにしたら来場してもらえる可能性が上
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昇するのだろうか。まず感染拡大前に来場したことがある人たちに関しては、

試合に来るメリットを増やすか、試合観戦のリスク 感染リスク を減らすか

を対策していく必要がある。楽しむことができる応援や選手の緊張感が観客

に伝わる試合の雰囲気を作ること、また試合以外の面でも、会場での食事や

イベントなどを充実いさせることで、試合に行くメリットを作っていくこと

が必要である。また交通機関での感染リスクをコントロールすることは難し

いが、試合会場では感染症対策を徹底し、クラスターが発生する可能性を少

しでも下げること、その安全性を伝えていくことで観客がリスクに感じるこ

とを減らしていくことも必要となる。試合を観戦しに行ったことがない人に

対しては、会場で試合を観戦するメリットや安全性を伝えたとしても、自粛

することが日常となっている現状では、来場してもらうことは難しいのでは

と感じる。世間で新型コロナウイルス感染症への考え方が変わり、「 コ

ロナ」と言われるように新型コロナウイルス感染症との共存の考えが世間的

に広がっていき、試合の存在や来場して観戦することのメリットを知っても

らうことで初めて試合観戦に来てもらえるようになるのではないだろうか。

先ほどから来場のメリットや安全性を知ってもらうことが重要であると述

べているが、具体的にどのようにすれば伝わるか。方法としては つ考える

ことができる。 つは リーグの中継を見てもらうこと。テレビで放送され

る試合は少ないが、「バスケット 」というサイトでは全試合見ることが

できる。有料という部分は懸念点ではあるが、緊張感のある熱い試合や演出

を会場で見たいと思ってもらうことができる 番の媒体だと感じる。 つめは

による情報発信である。試合の臨場感や会場の雰囲気、さらには食事や

会場で行っているイベントなど、中継だけでは知ることができない会場での

楽しさを伝えることができる。 つめは実際に試合会場で観戦した人から直

接伝えてもらうことだ。素直な意見が伝わることや観戦に行く直接的なきっ

かけとなることができる。

以上のことから、観客数を今後増やしていくためにチームが行っていく必

要があることとして、「今まで以上に楽しむことができる演出などにより雰

囲気を作ること」、「試合以外で楽しむことができる食事やイベントを企画し

ていくこと」、「新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、安全性を確保する

こと」、「来場するメリットや安全性を などで活発に発信していくこと」

が考えられる。しかしインターンシップを行い実際に現場にいて感じること

だが、会場に足を運びたくなるような応援の雰囲気を作ることと、感染症対

策による安全性を確保することを両立していくことはなかなか難しいように

思う。声を出しての応援の禁止やマスクの着用などの感染症対策をしながら、

応援グッズで来場者に試合を盛り上げてもらっているが、やはり限界はある

ように感じる。声を出しての応援が可能な試合の会場の迫力は今よりも数段

上であるように感じる。今後、どのように両立をしていくのか、会場を盛り

上げていくにはどのような工夫が必要かを突き詰めていくことが必要だと感
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じた。

さらに今回の分析や考察に問題点や限界があることも事実である。例えば

千葉ジェッツと秋田ノーザンハピネッツを比較すると、千葉は 日当たりの

新規感染者数が最大で 人、秋田の最大は 人とおおきく差がある。一

方で、観客数に関しては最大時と最小時の差が千葉は 人、秋田が

人とそれほど差がない。これが大きな一つの原因であると考えることができ

るが、今回の分析では他にも正確な分析にならなかった要因は存在している。

例えば、各都道府県の人口が違うことや、会場の収容人数が様々であること、

新型コロナウイルス感染症対策として客席制限があったことなどにより、ダ

ミー変数を使用したが、今回の分析が完璧なものだったとはいえない。

しかし、新型コロナウイルス感染症以外にも興味深い結果を求めることが

できたことも事実である。それが チームの最終順位である。つまり

対戦相手が強い相手ほど観客数は多くなるということだ。新型コロナウイル

ス感染症よりも強い影響を与えていること、また自分たちが勝てる試合を見

に行きたいという人より、有名な選手がいる強いチームとの試合を見たい人

が多いということがわかる。或いは、 チームに頑張って欲しいと思っ

て応援に行くのかも知れない。新型コロナウイルス感染症の影響が少なかっ

たチームを見ると、川崎、千葉、宇都宮の順番になっており、どの チーム

とも強豪であり、 章で述べた富樫選手や比江島選手が所属しているチーム

である。どの程度有名な選手の存在が観客数に影響を与えているかは今回の

分析から知ることはできないが、影響を与えていることは確かだといえるだ

ろう。

参考文献：

・ 特設サイト新型コロナウイルス

新型コロナウイルス都道府県別の感染者数・感染者マップ｜ 特設サ

イト

アクセス年月日 年 月 日

・おりれぽ 比江島慎の兄弟や父親母親は 結婚や年俸やバッシュや現在の

学歴についても

比江島慎の兄弟や父親母親は？結婚や年俸やバッシュや現在や学歴につい

ても おりれぽ

アクセス年月日 年 月 日

・ 富樫勇樹 バスケ 経歴がヤバい は失敗 出身中学

高校やダンク 身長体重プロフィール

富樫勇樹 バスケ 経歴がヤバい は失敗 出身中学高校やダンク 身

長体重プロフィール カルチャーニュース｜気になる検索ワードにスポット！

アクセス年月日 年 月 日

・ 天気 過去の天気
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過去の天気 天気

アクセス年月日 年 月 日

・スポジョバ リーグの歴史とは？ リーグと って何？

リーグの歴史とは？ リーグと って何？

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ・再開や試合中止の裏にあった思い 大河チェアマ

ンが語る「挑戦と葛藤」

アクセス年月日 年 月 日

・ 約 年の歴史あるスポーツ「バスケットボール」。その

始まりとは？

アクセス年月日 年 月 日

・バスケット スケジュール

スケジュール バスケット

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト クラブ決算概要 年度

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト クラブ決算概要 年度

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト クラブ決算概要 年度

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト クラブ決算概要 年度

・・ 鰒

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト 新型コロナウイルス感染拡大防止のための来場及び

観戦に関するルール

新型コロナウイルスの感染拡大防止のための来場及び観戦に関するルール

（ リーグ）公式サイト

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト 順位・成績

順位表 （ リーグ）公式サイト

アクセス年月日 年 月 日

・ リーグ公式サイト リーグの歴史

とは の歴史 （ リーグ）公式サイ

ト
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アクセス年月日 年 月 日

・藤田帆乃華、佐原里加子、相馬隆景、後藤大輝、大野晃、二宮浩彰

年 「コロナ禍におけるプロスポーツとオリンピックの観戦スタイル：スポー

ツ観戦に関連する新聞記事のテキストマイニング」『同志社スポーツ健康科

学 同

志社大学スポーツ健康科学会』



第10章

個人属性が食品の支出金額

の割合に与える影響

福田 圭剛

要約

どのような個人属性が食生活にどのような影響を及ぼしているのだろうか。

この質問に答えるため、本論文では、ミクロデータを利用して、個人属性が

種類の食品への支出割合に対して与える影響を分析した。フラクショナル

回帰分析による結果、年齢、未既婚、専業主婦 主夫 か共働きといった個人

属性が食品の支出割合に対して影響力を持つことが分かった。

キーワード 個人属性、支出割合、食品、フラクショナル回帰分析

10.1 序論

戦後の急速な経済発展に伴い、日本人の食生活も大きく変化していった。図

１に示した農林水産省 ～ の「純食料供給量」のデータをみると、

明治末期 ～ 年 には、米を主食として、野菜やいも類を副菜として補

うような食事が当たり前であったことが分かる。一方、戦前から戦中にかけ

ては、食料難が原因で米の消費量が急激に下がり、代わって、いも類の消費

量が急激に増加したことが確認できる。戦後になると、米の生産が回復した

為、米の消費量も一時増加し始めた。しかし、急速な経済発展の影響で人々

の暮らしは様々な点から大きく変化し、食生活も大きな変化を遂げることと

なった。貿易が拡大するにつれ、食料品の輸入が増加し、食生活も洋風化し

てくるようになった。それに伴い、米の消費量は次第に減少し、小麦の消費

量が増加し、パンを食べる家庭も増えていった。また、野菜や乳製品、肉類

等の消費量も増加し、多種多様な副食から構成される「日本型食生活」と呼

ばれるものが出来上がっていった。
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背景

その後は食品の消費量について大きな変化は見られないものの、食の洋風

化は継続しており、野菜類や魚介類の消費はやや減少傾向にある。また、よ

り近年では、単身世帯の増加や女性の社会進出等の社会情勢が原因で食の外

部化・簡素化が進んでいる。これらの影響で加工食品や冷凍・調理済み食品の

消費量が増加しており、この傾向は今後も進むと述べている。加えて、厚生

労働省（ ）の「国民健康・栄養調査」では、家族全員での食事機会の減

少や朝食の欠食率の低下等の食習慣の乱れも課題として挙げられている。こ

うした多くの課題を受けて、食育に関する取り組みが推進されるようになっ

てきている。 年には、国民が健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐく

む食育を推進することを目的に、「食育基本法」が施行され、 年はそれ

に基づき「第２次食育推進基本計画」が制定された。今後も政府だけでなく

地方公共団体が学校や農林漁業者等の関係者と連携して食育を進めていくこ

とが必要だと考えられている。このように、様々な経済・社会情勢の変化と

ともに日本人の食生活も変化してきたが、本研究では、経済・社会情勢に加

え、個人のどのような属性が食生活に対して影響を及ぼすかどうかを調べる

こととする。第 章では、先行研究の内容を紹介し、本研究の目的について

述べる。第 章では、データの概要について、第 章では、分析方法につい

て、第 章では、分析結果について報告する。そして、最終の第 章では、

分析結果をもとに考察を述べる。

10.2 背景

この章では、食生活に影響を与える個人属性について考察した先行研究の

内容を紹介する。始めに食の好みと個人属性（性別、年齢、地域、職業）の

関係について調べた文献を紹介する。山口・高橋（ は、好きな食品の

幅が 代から広がっていき、 ～ 代で安定し、一般的には年齢を重ねる

につれて、洋食から和食を好むようになると述べている。また、職業別に比

較した場合、大半の職業の間で食の好みについて大きな差は見られなかった

が、技術職に就く人の間ではばらつきが出たことが分かった。地域別の比較

では、東海地方の食の好みは平均的で、関東地方の食の好みは幅が広く、関

西地方の食の好みは好き嫌いが共に多いということを確認している。以上の

結果は、性別、年齢、地域、職業といった４つの個人属性全てが食の好みに

影響を与えていることを示している。次に、中村・門 は、アメリカで

は高 者、つまり、教育 就学年数 や収入、職業

等の社会経済状況が高いと評価される人は、野菜・果物、赤身肉、魚介類、ワ

インを多く摂取する傾向があると報告している。加えて、食物繊維やビタミ

ン 、葉酸、βカロテンといった栄養素の摂取量も多いことを報告している。

一方、低 者は穀類 パン、米、パスタ、じゃがいも や卵、牛乳、ビー

ル、菓子類等を多く摂取する傾向があり、エネルギー、タンパク質、炭水化
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物、脂質といった栄養素の摂取量が多いと報告している。同様に、厚生労働

省（ １ ）も収入と食生活の関係について明らかにしている。各世帯の所

得を３区分（ 万円未満、 万円以上～ 万円未満、 万円以上）し

た場合、男女共通で所得が 万円未満の世帯と 万円以上～ 万円未

満の世帯は、所得が 万円以上の世帯よりも野菜摂取量が少ないことを報

告している。

以上の結果は、個人の経済状況が健康意識に影響を及ぼし、食生活の全般

に対しても大きな影響を与えることを示している。本研究では、食品単体だ

けでなく、加工や調理済みの「弁当」や「冷凍食品・食材」、「外食 コンビニ

除く ・デリバリー」も取り上げ、それらの食品に対する支出割合についても

考察をする。そうすることで、調理にかける時間も含めた推察ができる。

10.3 データの概要

本研究には、株式会社マクロミルが調査を行った「消費行動時系列分析」

の データを利用する。対象とする データの調査期間は 年の

一年間であり、調査対象とする人は、関東・関西・東海地方在住の 名と

する。全食品項目の支出金額の合計に対する「穀物 米 」、「弁当類」、「麺類

生麺・カップ麺・乾麺 」、「パン」、「生鮮野菜・果物」、「肉・ハム・卵」、「魚

介類」、「豆腐・納豆・練り物・漬物」、「乳製品」、「冷凍食品・食材」、「酒

類」、「外食（コンビニを除く）・デリバリー」の 項目それぞれの支出金額

の割合を算出した数値を使用する。購買記録を一年間通して入力していない

世帯、一年間で支出金額が 円である項目が 項目中 項目以上ある世帯

は調査の対象から除いている。記述統計を表 に、 種類の食品の平均支出

割合を図 のグラフに示した。肉・ハム・卵の支出割合が 項目の中で最も

大きく、全食品の支出総額の ％を占める。次に支出割合の大きい項目が

外食 コンビニを除く ・デリバリーで ％となり、家庭の食費は 割以上

が外食で占められていることが分かる。一方、支出割合が最も小さい項目が

生麺・カップ麺・乾麺で ％、次に米が ％を占める。共に主食となる食

品の支出割合が小さいことが分かる。

10.4 分析方法

前章で述べたデータを用いて、 種類の食品に対する支出割合が、食品購

入者のどのような個人属性と関係しているかをフラクショナル回帰分析で分

析することとした。

属性 を備える個人 の食品の支出シェアの期待値 は、



分析方法
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│ Φ

で与えられると仮定する。なお、Φは標準正規分布に従う累積分布関数で

ある。説明変数 には「地域 ・ 」、「年齢」、「家族人数」、「未既婚」、「末

子年齢」、「職業」の 属性を用いる。

関東

各５４２世帯の住む地域は首都圏（関東）、関西、東海（中部）の つに分

かれている。地域１では、首都圏（関東）を ，それ以外を とするダミー

変数を使用した。

関西

住む地域が関西であれば ，それ以外を とするダミー変数を使用した。地

域 、地域 共に であれば東海（中部）になる

年齢

購買入力をしている方の年齢を使用する。年代が 年きざみである為、中

間値を取った。

家族人数

各 世帯の家族の人数である。

未既婚

購買入力をしている方が既婚であれば 、未婚は とするダミー変数を使

用した。



分析結果

末子年齢

末子年齢が 歳（中学生）以上 歳（高校生・高専生）以下を１ それ以

外を０とするダミー変数を使用した。中学生から高校生の期間は身体的に大

きく成長することから、中高生の子供がいる家庭では食事の栄養バランスに

気を付けている割合が大きいと考えられる為、このダミー変数を用いた。

職業

購買入力をしている方の職業が専業主婦（主夫）を 、それ以外の場合を

とするダミー変数を使用した。専業主婦（主夫）がいる家庭の方が食事にか

ける時間に余裕がある割合が大きい為、食事の栄養バランスに気を付けてい

る傾向が強いを考えらえる。

10.5 分析結果

第 章で述べた個人属性を用いたフラクショナル回帰分析の結果を表２と

３に示した。米については、末子年齢が ％水準で、年齢と職業が ％水

準で統計的に有意になった。中学・高校生の子供を持つ世帯は米の支出割合

が大きいということが分かる。これは、子供が成長期である為、食事の量が

増えるに伴い、主食である米の消費も増えたのではないかと考える。年齢は

係数の値がマイナスになっている為、年齢が上がるにつれて、米の支出割合

は小さくなることが確認できた。また、共働きの家庭よりも専業主婦（主夫）

の家庭の方が米の支出割合が大きくなることが確認できた。弁当については、

年齢が ％水準で、未既婚が ％水準で統計的に有意になった。年齢が上が

るほど、弁当類の支出割合が大きくなることが分かる。未既婚は係数の値が

マイナスになっていることから、未婚の方が既婚の方に比べて、弁当類の支

出割合が大きいことが確認できる。

生鮮野菜・果物においては未既婚と職業が ％水準で、家族人数が ％水

準で統計的に有意になった。既婚者、専業主婦（主夫）の家庭の方が生鮮野

菜・果物の支出割合が大きくなることが確認できる。専業主婦（主夫）の家

庭は共働きの家庭と比較して仮説通り栄養バランスに気を付けていることか

ら、野菜・果物を多く消費している割合が多いと考えられる。家族人数は係

数の値がマイナスであることから、家族の人数が少ない程、野菜・果物の支

出割合が大きくなることが確認出来る。

肉・ハム・卵につては、関西地域と年齢と未既婚が ％水準で統計的に有

意になった。関西地方に住む世帯が特に肉・ハム・卵の支出割合が大きくなる

ことが分かった。これは つの要因があると推察できる。 つ目は、関西の都

道府県は他の地方と比べて卵の消費量が多い為である。総務省統計局（ ）

の「家計調査」によると、都道府県別の卵の消費金額（円）で奈良県が１番

で、滋賀県が 番目になっている。他にも 番目に大阪府、 番目に京都府

と、関西地方は卵の消費量が多い事が明らかである。 つ目は、西日本特に
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関西地方は牛肉文化が根付いている為である。総務省統計局 の「家計

調査」によると、都道府県別の牛肉の消費金額（円）で上から滋賀県、京都

府、奈良県、和歌山県と関西地方が並んでいる。実際、家庭でも肉じゃがや

カレーに使われるお肉は関西地方では牛肉、関東地方は豚肉が一般的である。

岐阜県関ケ原町（ ）の調査によると西日本では農耕用の家畜である牛肉

を食用に転用したのが早いことから、牛肉文化が広まったと言われている。

以上の事から、豚肉よりも牛肉の方が同じグラム当たりの値段が高い為、支

出割合が大きくなったと考えられる。年齢の係数の値がマイナスであること

から、年齢が小さい程、肉・ハム・卵の支出割合が大きくなることが確認さ

れた。また、既婚者の方の支出割合が大きくなることが分かった。

魚介類については、未既婚が ％水準で、年齢が ％水準で統計的に有意

になった。既婚者の方が魚介類の支出割合が大きくなることが分かった。ま

た、年齢が上がる程、魚介類の支出割合が大きくなることが分かった。これ

は歳を重ねるにつれ、主菜として肉よりも魚を食べる傾向にあるからと推察

される。肉は魚と比べて脂身が多い為、消化に時間を要し、身体に負担がか

かる。ゆえに、肉・ハム・卵の統計結果も含めて、若い人は肉を食べる一方

で、年齢が上がるとあっさりとした魚を好んで食べるのではないか考える。

豆腐・納豆・練り物・漬物については、年齢と未既婚と職業が ％水準で

統計的に有意になった。年齢が上がる程、豆腐・納豆・練り物・漬物の支出

割合が大きくなることが分かった。また、既婚者そして専業主婦 主夫 の家

庭の支出割合が大きいことが確認出来た。

乳製品については、年齢が ％水準で統計的に有意になった。年齢の係数

の値がマイナスになっていることから年齢が下がる程、乳製品の支出割合が

大きくなることが確認出来る。

酒類については、年齢が ％水準で統計的に有意になった。年齢が上がる

程、酒類の支出割合が大きくなることが分かる。

外食（コンビニを除く）・デリバリーにおいて、職業が ％水準で統計的

に有意になった。専業主婦（主夫）の家庭と比べて共働きの家庭の方が外食

やデリバリーの支出割合が大きいことが分かる。予想通り、専業主婦（主夫）

の家庭は食事にかける時間に余裕がある為、外食やデリバリーを利用する機

会が少ないと考えられる。

最後に、生麺・カップ麺・乾麺、パン、冷凍食品・食材については、すべて

の変数で統計的に有意な結果を得ることは出来なかった。麺やパンは主食で

ある為、購入者の属性に囚われなかったと推察される。一方、冷凍食品・食

材については、手軽に美味しい食事を取ることが可能である為、未既婚や職

業といった属性が統計的に有意に出なかったのは予想外の結果になった。



分析結果
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結論

10.6 結論

本研究では、 種類の食品の支出割合が購入者の個人属性と結びついてい

るかを分析した。分析結果をもとに、ここからは健康面への含意を含めた考

察を行っていく。 まず、「年齢」が各項目の支出割合に特に大きな影響を

与えていることが明らかになった。歳を重ねるにつれて食の好みが変わるの

は勿論のこと、年齢によって必要な栄養素も異なるのが要因であると考えら

れる。例えば三大栄養素の一つであるたんぱく質を挙げてみる。厚生労働省

によれば、たんぱく質は他の栄養素から体内で合成できず、必ず摂取

しなければならない栄養素であると定義されている。また、たんぱく質は

種類のアミノ酸で構成されていて、その内の必須アミノ酸と呼ばれる 種の

アミノ酸は食事から摂取しなければならない。たんぱく質は人間の重要な構

成成分の一つである為、不足すると筋力・免疫力の低下や疲れやすく集中力

が落ちる等の多くの症状が起こる。このようにたんぱく質は健康で生活する

上で欠かせない栄養素であるが、厚生労働省（ ）が定める日本人の食事

摂取基準によると、たんぱく質の摂取推奨量は男性が から 歳が最大で

（ｇ 日）、女性が から 歳が最大で （ｇ 日）と決められている。

ゆえに、男性と女性共に若い年代から十分にたんぱく質を摂取する必要があ

る為、年齢が下がるにつれて高たんぱく食品である肉・ハム・卵や乳製品の

支出割合が大きくなったという分析結果は説明できる。ちなみに、文部科学

省（ ）の食品成分データベースによると、 当たりのタンパク質含有

量が牛肉（ばら）は ｇ、豚肉 ばら ｇ、鶏肉 もも ． 、ロース

ハム ． 、卵 ゆで卵 となっている。

中年者や高齢者も筋肉量が急激に低下し、身体が不自由にならない為にも

毎日の食事でたんぱく質を摂取しなければならない。分析結果から年齢が上

がる程、支出割合が大きくなった魚介類や納豆・豆腐といった食品を利用し

てたんぱく質を補っている割合が多いと考えられる。しかし、歳を重ねるに

つれて、食事量が減少したり、自炊が困難になったりする結果、たんぱく質

不足が問題になると予想される。この問題を改善するには、手軽にたんぱく

質が摂取できるプロテイン等を利用するのが一つである。過剰摂取や消化に

負担にかかる製品を避ければ有効な手段であると考える。勿論、食事の中で

たんぱく質を取ることが一番である為、食べやすい肉や魚を用意することが

必要である。具体的には骨や皮を取り除いた魚やあらかじめ煮込んでいる肉

を身近なスーパーやコンビニ、デリバリーで簡単に購入できる販売体制を設

ける等、これから益々増えていく日本の高齢者の健康面についても考える必

要があると感じた。

次に「未既婚」も各食品の購入に影響を与えていた。分析結果から既婚者

の方が支出割合の大きくなる項目が、肉・ハム・卵、豆腐・納豆・練り物・漬

物、生鮮野菜・果物、魚介類である。豆腐・納豆・練り物・漬物は少量でも販

売されており、手軽に食べることが出来る為、属性に影響を受けにくい食品
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であると推察していた。一方、未婚者は弁当類の支出割合が大きくなる結果

となった。この結果から未婚者よりも既婚者の購買記録の方が健康的に優れ

ている傾向であると捉えることが出来る。佐藤 によれば、我々はもと

もと健康な場合ほど結婚しやすい傾向にあると述べている。つまり、既婚者

である時点で元々健康な生活を送っている傾向が強く、夫婦になったら互い

の健康も気を遣うようになる為、既婚者の方が栄養を考慮した購買行動を起

こすのは説明がつくだろう。専業主婦 主夫 か共働きかも食品の支出割合に

影響があることが分かった。専業主婦 主夫 の家庭の支出割合が大きくなっ

たのは米、生鮮野菜・果物、豆腐・納豆・練り物・漬物となった。松島

によれば専業主婦は有職主婦より自分で作る食事の数が多かったという統計

結果が出ている。ゆえに、専業主婦は共働きの家庭と主食や主菜の数は大き

く変わらないとしても、副菜の品数が多くなる結果、野菜や納豆、豆腐等の

支出割合が増えたと考察できる。本研究では「職業」の説明変数で、収入や

細かい業種・業界・職種別での特徴を掴むことが出来なかった。これは各世

帯を構成する全員の就業状況を把握する必要がある為、プライバシーの観点

からも少し難しいと考える。地域や末子年齢といった他の説明変数もより細

かく分けて分析することが課題である。また、今後これらの属性に影響され

ず、健康的な購買行動を起こす為の施策について研究していきたいと考えた。
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